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一

は
じ
め
に

我
が
国
企
業
の
取
締
役
と
会
社
と
の
関
係
は
、
裁
量
幅
が
小
さ
く
実
質
的
に
使
用
人
的
性
格
の
強
い
場
合
か
ら
オ
ー
ナ
ー
会
社
の
代

表
取
締
役
の
よ
う
な
総
て
の
裁
量
を
有
す
る
場
合
ま
で
、
そ
の
肩
書
き
や
名
称
が
多
様
で
あ
る
こ
と
も
含
め
て
、
実
質
的
に
は
千
差
万

別
の
状
況
に
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
多
様
な
位
置
付
け
に
あ
る
我
が
国
取
締
役
の
会
社
に
対
す
る
法
的
責
任
を
検
討
す
る
た
め
に
は
、
実

態
に
即
し
た
法
的
理
論
を
構
築
す
べ
き
で
あ
る
。

本
稿
は
、
筆
者
が
平
成
一
六
年
一
二
月
に
大
阪
大
学
に
提
出
し
た
博
士
論
文
「
会
社
と
の
実
質
的
関
係
に
鑑
み
た
取
締
役
責
任（
１
）

論
」

の
一
部
の
章
を
加
除
修
正
し
た
も
の
で
あ
る
。
本
論
文
で
は
本
稿
の
議
論
の
前
提
と
な
る
理
論
と
し
て
、
取
締
役
の
責
任
を
実
質
的
に

検
討
す
る
た
め
に
「
信
認
」
の
概
念
を
導
入
す
る
こ
と
を
検
討
し
た
。
英
米
法
に
お
け
る
「
信
認
」
は
、
信
託
を
起
源
と
し
な
が
ら
理

論
的
に
派
生
し
、
包
摂
力
及
び
応
用
力
の
あ
る
基
礎
理
論
と
な
っ
て
い
る
。
現
代
社
会
に
お
け
る
信
認
義
務
は
、
高
度
に
専
門
化
及
び

職
務
分
化
し
た
背
景
に
お
い
て
、
高
度
な
信
頼
関
係
に
基
づ
い
て
付
与
さ
れ
る
裁
量
を
変
数
と
す
る
関
数
と
言
え
る
も
の
で
あ
り
、
取

締
役
と
会
社
と
の
関
係
に
お
い
て
も
、
信
認
関
係
の
濃
淡
を
契
約
関
係
や
身
分
関
係
と
の
相
関
に
お
い
て
理
論
的
に
整
理
す
る
こ
と
が

有
益
で
あ
る
。
我
が
国
企
業
は
、
法
人
と
し
て
の
実
在
性
が
高
く
、
集
団
主
義
、
分
散
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
及
び
権
限
委
譲
と
い
う
特
色
が

あ
る
。
多
く
の
取
締
役
は
内
部
昇
進
者
で
あ
り
従
業
員
と
連
続
的
階
層
を
構
成
し
て
お
り
、
上
述
し
た
通
り
、
そ
の
位
置
付
け
は
著
し

四

取
締
役
及
び
執
行
役
以
外
の
役
員
等
の
責
任

（
一
）
信
頼
の
原
則
・
抗
弁

（
二
）
責
任
追
及
の
方
法

五

結
語

論 説
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く
多
様
性
を
帯
び
る
。
そ
の
責
任
論
を
検
討
す
る
上
で
、
包
摂
力
の
あ
る
信
認
関
係
を
基
軸
と
す
べ
き
こ
と
を
考
案
し
た
い
。
従
業
員

や
専
門
家
の
責
任
に
つ
い
て
も
、
信
認
関
係
・
信
認
義
務
を
基
軸
に
分
析
す
る
こ
と
で
説
明
で
き
る
が
、
同
一
基
軸
の
上
で
取
締
役
の

責
任
論
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
取
締
役
の
み
で
な
く
広
く
役
員
及
び
従
業
員
の
責
任
を
論
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。

本
稿
は
、
以
上
の
基
礎
的
理
解
に
基
づ
き
、
取
締
役
の
会
社
に
対
す
る
法
的
責
任
に
関
し
て
、
具
体
的
に
妥
当
な
結
論
を
導
く
た
め

に
、
我
が
国
法
体
系
に
照
ら
し
た
法
解
釈
論
及
び
立
法
の
方
向
性
に
つ
い
て
検
討
す
る
も
の
で
あ
る
。

平
成
一
三
年
改
正
で
、
取
締
役
の
責
任
は
、
報
酬
を
基
準
と
し
て
事
後
の
総
会
決
議
又
は
事
前
の
定
款
規
定
に
よ
り
制
限
で
き
る
よ

う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
我
が
国
企
業
の
特
性
、
信
認
義
務
の
強
行
法
規
性
及
び
公
的
政
策
等
い
ず
れ
の
観
点
か
ら
も
疑
問
で
あ
る
。

立
法
で
一
律
に
制
限
を
許
す
の
で
は
な
く
、
司
法
の
役
割
を
重
視
し
て
、
我
が
国
企
業
の
実
情
に
照
ら
し
て
、
公
平
な
損
害
の
分
担
と

い
う
視
点
を
維
持
し
な
が
ら
、
我
が
国
法
体
系
に
添
っ
た
法
解
釈
論
を
駆
使
し
て
実
質
的
責
任
論
を
構
築
す
べ
き
で
あ
る
。
制
御
困
難

な
風
土
的
要
素
を
過
失
相
殺
の
基
礎
と
し
、「
信
認
関
係
の
程
度
と
し
て
の
裁
量
・
権
限
（
包
括
的
な
寄
与
度
）」
×
「
具
体
的
違
法
行

為
へ
の
関
与
度
合
い
（
個
別
の
寄
与
度
）」
に
よ
っ
て
算
出
さ
れ
る
割
合
を
も
と
に
分
割
責
任
と
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
い
。

論
述
の
順
序
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
第
一
に
、
平
成
一
三
年
商
法
改
正
に
お
い
て
、
定
款
規
定
に
よ
る
取
締
役
の
責
任
制
限
に
関
す

る
議
員
立
法
が
な
さ
れ
た
が
、
本
制
度
の
概
要
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
範
と
な
っ
た
米
国
に
お
け
る
議
論
や
経
緯
と
我
が
国
の

実
情
と
の
整
合
と
い
う
側
面
、
及
び
商
法
の
取
締
役
責
任
に
関
す
る
規
定
の
強
行
法
規
性
と
い
う
側
面
の
二
つ
の
側
面
か
ら
、
本
制
度

の
適
否
を
検
討
す
る
。
な
お
、
本
改
正
の
内
容
は
、
平
成
一
八
年
に
施
行
が
予
定
さ
れ
る
「
会
社
法
案
」
に
お
い
て
も
、
四
二
五
条
及

び
四
二
六
条
に
お
い
て
、
部
分
的
修
正
は
な
さ
れ
て
い
る
が
、
基
本
的
に
踏
襲
さ
れ
て
い
る
。

第
二
に
本
稿
の
中
心
と
し
て
、
取
締
役
の
責
任
認
定
に
関
し
て
、
妥
当
な
解
決
に
導
く
た
め
の
法
解
釈
論
に
つ
い
て
、
寄
与
度
、
責

任
の
割
合
的
認
定
、
過
失
相
殺
の
適
用
可
否
に
つ
い
て
、
不
法
行
為
や
債
務
不
履
行
責
任
の
基
本
的
な
解
釈
論
を
基
に
検
討
し
、
具
体

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）
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的
な
基
準
を
提
案
し
た
い
。
そ
れ
に
照
ら
し
て
、
最
近
の
ダ
ス
キ
ン
事
件
第
一
審
判
決
に
つ
い
て
も
言
及
す
る
。

第
三
に
、
株
主
代
表
訴
訟
と
い
う
責
任
追
及
の
手
段
が
法
定
さ
れ
て
い
る
取
締
役
及
び
執
行
役
以
外
の
、
執
行
役
員
や
重
要
な
使
用

人
の
法
的
責
任
の
追
及
に
つ
い
て
も
私
見
を
述
べ
た
い
。

二

平
成
一
三
年
改
正
に
よ
る
取
締
役
の
責
任
制
限

（
一
）
改
正
の
概
要

平
成
一
三
年
一
二
月
の
議
員
立（
２
）

法
に
よ
り
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
に
つ
い
て
改
正
が
な
さ
れ
た
。
責
任
軽
減
に
は
三
つ
の
方
法
が
あ

る
。
第
一
に
事
後
的
な
責
任
制
限
と
し
て
、
責
任
発
生
の
後
に
、
株
主
総
会
の
特
別
決
議
で
責
任
を
軽
減
す
る
方
法
で
あ
る
（
商
法
二

六
六
条
七
項
）。
株
主
総
会
に
お
い
て
は
、
責
任
の
原
因
と
な
る
事
実
、
賠
償
責
任
額
、
限
度
額
と
算
定
根
拠
及
び
責
任
免
除
の
理
由

を
開
示
す
る
必
要
が
あ
り
（
同
八
項
）、
議
案
の
提
出
に
は
監
査
役
全
員
の
同
意
を
要
す
る
（
同
九
項
）。
第
二
に
、
事
前
に
定
款
に
お

い
て
、
取
締
役
の
責
任
の
軽
減
に
つ
い
て
取
締
役
会
に
授
権
す
る
規
定
を
、
監
査
役
全
員
の
同
意
を
得
た
（
同
一
三
項
）
上
で
定
め
て

お
き
、
責
任
が
発
生
し
た
際
に
は
、
責
任
の
原
因
と
な
る
事
実
や
取
締
役
の
職
務
遂
行
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
取
締
役

の
決
議
に
よ
り
責
任
を
軽
減
す
る
方
法
で
あ
る
（
同
一
二
項
）。
議
案
を
取
締
役
会
に
提
出
す
る
た
め
に
は
監
査
役
全
員
の
同
意
を
要

し
（
同
一
三
項
）、
取
締
役
会
の
決
議
後
は
、
軽
減
額
や
算
定
根
拠
及
び
軽
減
に
異
義
あ
る
場
合
は
一
ヶ
月
以
上
の
一
定
期
間
内
に
述

べ
る
べ
き
旨
を
遅
滞
無
く
公
告
し
又
は
株
主
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
一
四
項
）。
こ
の
期
間
内
に
総
株
主
の
議
決
権
の
三

％
以
上
を
有
す
る
株
主
か
ら
異
義
が
述
べ
ら
れ
た
と
き
は
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
は
で
き
な
い
（
同
一
五
項
）。
第
三
は
、
社
外
取
締

役
に
関
し
て
、
監
査
役
全
員
の
同
意
を
得
て
（
同
二
〇
項
）
定
め
た
定
款
規
定
に
基
づ
き
、
事
前
に
責
任
制
限
に
関
す
る
契
約
を
締
結

す
る
方
法
で
あ
る
（
同
一
九
項
）。
社
外
取
締
役
の
責
任
が
発
生
す
る
よ
う
な
事
態
が
生
じ
た
場
合
は
、
そ
の
直
後
の
株
主
総
会
に
お

論 説
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い
て
、
当
該
契
約
の
内
容
や
責
任
軽
減
額
を
開
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
二
二
項
）。
ま
た
、
社
外
取
締
役
が
業
務
執
行
権
を
有

し
て
、「
社
外
」
た
る
資
格
を
喪
失
し
た
場
合
は
当
該
契
約
の
効
力
は
失
わ
れ
る
（
同
二
〇
項
）。

以
上
い
ず
れ
の
責
任
制
限
に
つ
い
て
も
、
軽
減
の
対
象
と
な
る
の
は
、
商
法
二
六
六
条
一
項
五
号
に
基
づ
く
、
一
般
的
な
法
令
・
定

款
違
反
の
場
合
だ
け
で
あ
り
、
悪
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
る
場
合
は
除
か
れ
る
（
同
七
項
一
二
項
一
九
項
）。
ま
た
、
責
任
軽
減
に

つ
い
て
は
、
取
締
役
（
及
び
執
行
役
）
に
つ
い
て
は
、
報
酬
の
四
年
分
（
同
七
項
）、
代
表
取
締
役
（
及
び
代
表
執
行
役
）
に
つ
い
て

は
報
酬
の
六
年
分
（
同
一
七
項
）、
社
外
取
締
役
に
つ
い
て
は
報
酬
の
二
年
分
（
同
一
八
項
）
を
責
任
額
か
ら
控
除
し
た
額
を
限
度
と

し
て
、
こ
れ
以
上
の
軽
減
は
許
さ
れ
な（
３
）

い
。「
報
酬
」
に
は
、
使
用
人
分
給
与
等
、
職
務
遂
行
の
対
価
と
し
て
受
け
取
る
財
産
上
の
利

益
が
総
て
含
ま
れ
、
退
職
慰
労
金
に
つ
い
て
は
一
年
当
た
り
相
当
額
が
基
準
と
さ
れ
、
更
に
ス
ト
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
行

使
益
・
譲
渡
益
が
全
額
含
ま
れ
る
（
同
七
項
一
号
二
号
三
号
）。
以
上
の
規
定
は
、
委
員
会
等
設
置
会
社
の
取
締
役
及
び
執
行
役
に
も

準
用
さ
れ
る
（
商
法
特
例
法
二
一
条
の
一
七
第
四
項
五
項
六
項
）。

（
二
）
立
法
の
評
価

平
成
一
三
年
商
法
改
正
に
お
け
る
取
締
役
の
責
任
軽
減
に
つ
い
て
は
、
特
に
事
前
の
免
責
を
巡
っ
て
の
批
判
が
多
い
。
第
一
に
、
事

後
の
免
責
と
は
異
な
り
、
株
主
は
、
具
体
的
な
責
任
発
生
の
事
情
や
損
害
額
の
大
き
さ
等
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
包
括
的
に
免
責
を

授
権
す
る
こ
と
に
な
る
う
え
、
将
来
の
株
主
を
も
拘
束
す
る
こ
と
の
不
合
理
を
指
摘
す（
４
）

る
。

第
二
に
、
定
款
の
規
定
に
よ
っ
て
取
締
役
会
に
一
任
さ
れ
る
こ
と
の
不
合
理
を
説
く
。
取
締
役
同
士
の
馴
れ
合
い
や
、
取
締
役
会
が

裁
量
権
を
行
使
し
て
特
定
の
取
締
役
の
責
任
を
軽
減
す
る
こ
と
自
体
が
株
主
代
表
訴
訟
の
対
象
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
権
限
を
行
使

し
難
い
こ
と
な
ど
が
理
由
と
さ
れ（
５
）

る
。

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）
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第
三
に
、
悪
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
る
場
合
は
責
任
軽
減
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
が
、「
重
過
失
」
は
、「
軽
過

失
」
と
の
区
別
が
実
際
の
認
定
上
は
曖
昧
で
あ
り
、
役
員
等
に
安
心
し
て
経
営
に
傾
注
さ
せ
る
と
い
う
所
期
の
目
的
に
合
わ
な
い
と
い

う
批
判
も
あ（
６
）

る
。

第
四
に
、
軽
減
限
度
額
の
基
準
と
な
る
「
報
酬
そ
の
他
の
職
務
遂
行
の
対
価
」
の
範
囲
の
確
定
が
困
難
で
あ
る
と
い
う
指
摘
が
あ
る
。

場
合
に
よ
っ
て
は
、
免
責
の
限
度
額
自
体
が
誤
っ
て
い
る
と
し
て
、
株
主
代
表
訴
訟
を
提
起
さ
れ
た
り
、
株
主
総
会
で
決
議
さ
れ
た
場

合
は
、
当
該
決
議
の
取
消
訴
訟
や
無
効
確
認
訴
訟
が
提
起
さ
れ
た
り
す
る
こ
と
で
、
訴
訟
が
複
雑
化
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
い（
７
）

う
。
こ

の
点
で
は
、
責
任
軽
減
の
株
主
総
会
決
議
や
取
締
役
会
決
議
の
議
案
と
な
る
「
責
任
の
原
因
た
る
事
実
」
に
つ
い
て
も
同
様
に
争
う
余

地
が
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
問
題
点
は
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
を
裁
判
所
の
裁
量
で
は
な
く
、
株
主
総
会
決
議
や
定
款
規
定
に
委
ね
た
と

こ
ろ
に
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
お（
８
）

り
、
根
本
的
な
問
題
で
あ
る
。

第
五
に
、
定
款
の
規
定
で
取
締
役
の
事
前
の
責
任
軽
減
を
認
め
る
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
等
の
米
国
州
法
に
お
い
て
も
、
業
務
執
行
権
を
有

す
る
役
員(O

fficer)

の
責
任
軽
減
を
認
め
る
例
は
珍
し
い
。
我
が
国
お
い
て
、
業
務
執
行
と
監
督
の
両
方
の
機
能
を
有
す
る
取
締
役

の
責
任
を
事
前
に
軽
減
で
き
る
と
す
れ
ば
、
会
社
役
員
に
非
常
に
甘
い
法
制
と
な
る
と
い（
９
）

う
。

ま
た
、
実
務
上
も
、
責
任
軽
減
規
定
は
使
い
勝
手
が
悪
い
と
評
価
さ
れ
て
い（
１０
）

る
。「
重
過
失
」
や
「
責
任
の
原
因
と
な
る
事
実
」
の

解
釈
の
問
題
が
あ
る
上
に
、
現
実
的
に
は
、
責
任
軽
減
額
が
税
法
上
は
賞
与
と
み
な
さ
れ
、
取
締
役
に
は
給
与
所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
、

会
社
に
は
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
な
い
可
能
性
が
あ
る
と
い
う
事
情
が
影
響
し
て
い
る
よ
う
で
あ（
１１
）

る
。

（
三
）
整
理
及
び
私
見

平
成
一
三
年
改
正
は
、
株
主
及
び
定
款
に
よ
る
自
治
に
委
ね
た
も
の
、
即
ち
株
主
と
取
締
役
と
の
間
の
信
認
関
係
・
義
務
を
契
約
的
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に
解
釈
に
す
る
立
場
に
拠
っ
た
と
言
え
る
。
上
記
（
二
）
の
第
四
の
問
題
で
取
上
げ
た
、
裁
判
所
の
裁
量
に
よ
り
軽
減
を
図
る
法
制
と

株
主
総
会
決
議
又
は
定
款
規
定
に
軽
減
を
委
ね
る
法
制
と
の
比
較
に
つ
い
て
、
筆
者
は
、
前
者
の
裁
判
所
の
役
割
を
重
視
し
た
法
制
を

志
向
す
べ
き
で
あ
っ
た
と
考
え
て
い
る
。
一
律
に
責
任
の
上
限
を
制
限
す
る
等
の
方
法
で
は
な
く
、
我
が
国
経
営
者
の
本
質
的
な
立
場

に
鑑
み
て
、
裁
判
所
が
妥
当
な
責
任
認
定
の
た
め
に
活
用
で
き
る
法
解
釈
や
理
論
を
構
築
す
べ
き
で
あ
ろ（
１２
）

う
。

信
認
関
係
を
強
行
法
的
に
解
釈
す
る
立
場
や
我
が
国
企
業
の
特
性
に
鑑
み
れ
ば
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
を
株
主
総
会
や
定
款
規
定
に

委
ね
る
の
は
妥
当
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
平
成
一
三
年
の
法
改
正
が
主
と
し
て
参
考
と
し
た
米
国
の
理
論
や
事
情
と
の
比
較
検
討
に
お

い
て
、
四
つ
の
観
点
に
基
づ
き
法
改
正
の
合
理
性
、
妥
当
性
を
考
察
す
る
。
第
一
に
、
契
約
法
の
一
般
的
理
論
、
第
二
に
、
社
会
的
実

情
や
制
度
比
較
等
の
立
法
背
景
、
第
三
に
公
的
政
策
、
第
四
に
会
社
法
の
強
行
法
規
性
で
あ
る
。

�

米
国
契
約
法
に
お
け
る
損
害
賠
償
範
囲
の
理
論

取
締
役
の
対
会
社
責
任
の
軽
減
は
米
国
の
契
約
法
理
を
理
論
的
基
礎
と
す（
１３
）

る
。
契
約
違
反
に
対
す
る
損
害
賠
償
は
、
契
約
違
反
が
あ

れ
ば
当
事
者
の
事
情
に
関
わ
り
無
く
発
生
し
得
る
通
常
損
害
と
当
事
者
の
具
体
的
な
事
情
に
よ
っ
て
損
失
の
態
様
が
異
な
る
特
別
損
害

と
に
限
ら
れ
る
。
取
締
役
が
任
務
懈
怠
に
よ
っ
て
会
社
に
及
ぼ
す
損
害
と
い
う
の
は
任
務
懈
怠
の
態
様
や
会
社
の
状
態
に
よ
っ
て
異
な

る
の
で
、
一
般
的
に
は
、
後
者
の
特
別
損
害
に
当
た
る
と
考
え
ら
れ
る
。
米
国
の
契
約
法
に
お
け
る
特
別
損
害
に
関
す
る
一
般
的
な
考

え
方
の
一
つ
に
、
予
見
可
能
性
ル
ー
ル(foreseeability

ru
le)

が
あ（
１４
）

る
。
契
約
法
第
二
次
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
三
五
一
条
（
一
）
は

「
契
約
違
反
を
し
た
当
事
者
が
、
契
約
締
結
時
に
お
い
て
、
そ
の
違
反
か
ら
生
ず
る
蓋
然
性
の
結
果
と
し
て
予
見
可
能
で
な
か
っ
た
損

失
に
対
し
て
、
損
害
賠
償
を
認
め
る
こ
と
は
で
き
な（
１５
）

い
。」
と
規
定
す
る
。
予
見
可
能
か
ど
う
か
の
ル
ー
ル
は
契
約
締
結
時
を
基
準
と

し
て
考
慮
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
樋
口
教
授
は
、
予
見
可
能
性
ル
ー
ル
と
い
う
よ
り
も
、
当
事
者
が
考
え
て
い
た
範
囲
の
賠
償

に
限
定
さ
れ
る
と
い
う
意
味
で
、「
当
事
者
の
勘
案
ル
ー
ル
」
と
解
釈
す
る
の
が
相
応
し
い
と
述
べ（
１６
）

る
。
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米
国
の
多
く
の
州
が
定
款
の
規
定
に
よ
る
取
締
役
責
任
の
事
前
軽
減
を
認
め
る
の（
１７
）

は
、
こ
の
よ
う
な
契
約
法
の
発
想
が
根
底
に
あ
る
。

信
認
関
係
を
契
約
的
観
点
か
ら
捉
え
る
契
約
論
者
に
よ
る
と
、
取
締
役
は
、
銀
行
や
投
資
家
の
よ
う
に
多
く
の
会
社
に
リ
ス
ク
や
コ
ス

ト
を
分
散
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
ど
う
し
て
も
リ
ス
ク
回
避
的
に
な
り
が
ち
で
あ
る
と
い
う
事
情
か
ら（
１８
）

も
、
取
締
役
の
責
任
制
限
の
合

理
性
を
説（
１９
）

く
。

ま
た
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
の
勧
告
に
よ
る
取
締
役
の
責
任
制
限
が
一
年
間
の
報
酬
に
限
定
さ
れ
て
い
る（
２０
）

点
に
つ
い
て
も
、「
当
事
者
が
契
約
に

違
反
し
た
場
合
の
返
還
」
と
し
て
「
契
約
を
違
反
さ
れ
た
当
事
者
は
、
そ
の
者
が
部
分
報
酬
或
い
は
信
用
料
と
し
て
先
方
当
事
者
に
対

し
て
支
払
っ
た
、
ど
の
よ
う
な
財
産
上
の
利
益
に
つ
い
て
も
返
還
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
契
約
法
第
二
次
リ

ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
三
七
三（
２１
）

条
の
趣
旨
に
基
づ
く
と
い
う
考
え
方
も
あ（
２２
）

る
。

以
上
の
米
国
の
契
約
論
的
解
釈
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
契
約
法
体
系
と
米
国
の
契
約
法
体
系
の
相
違
を
考
慮
し
て
お
く
必
要
が
あ

る
。
上
記
の
契
約
法
に
お
け
る
通
常
損
害
と
特
別
損
害
及
び
特
別
損
害
に
お
け
る
予
見
可
能
性
の
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
に
お

い
て
も
、
民
法
四
一
六
条
の
解
釈
に
関
し
て
、
通
常
損
害
と
特
別
損
害
が
区
別
さ
れ
、
後
者
に
つ
い
て
は
予
見
可
能
性
が
要
求
さ
れ
る
。

た
だ
し
、
こ
の
予
見
可
能
の
基
準
時
に
つ
い
て
は
、
米
国
法
の
よ
う
に
契
約
締
結
時
で
は
な
く
、
履
行
期
又
は
不
履
行
時
と
す
る
の
が

通
説
・
判
例
で
あ（
２３
）

る
。
こ
の
相
違
に
は
、
打
算
的
な
米
国
契
約
法
の
側
面
で
あ
る
「
契
約
を
破
る
自
由
」
が
現
わ
れ
て
い
る
。
契
約
締

結
時
に
予
見
で
き
な
け
れ
ば
、
事
後
的
に
予
見
可
能
と
な
っ
た
と
し
て
も
、
損
害
賠
償
す
る
こ
と
な
く
不
履
行
に
で
き
る
と
い
う
こ
と

で
あ
る
。
内
田
教
授
は
、「
わ
が
国
の
法
意
識
の
中
で
は
、
契
約
を
守
る
こ
と
の
道
徳
性
を
根
拠
と
し
た
判
例
・
通
説
の
立
場
は
十
分

理
由
が
あ
る
」
と
述
べ（
２４
）

る
。
我
が
国
の
委
任
契
約
に
は
、
信
認
関
係
の
要
素
で
あ
る
「
高
度
な
信
頼
」
が
含
ま
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

以
上
の
考
察
か
ら
判
断
す
れ
ば
、
会
社
と
取
締
役
と
の
信
認
関
係
に
鑑
み
て
も
、
打
算
的
な
米
国
の
契
約
法
理
を
基
準
に
、
取
締
役

の
責
任
を
定
款
の
規
定
で
事
前
に
軽
減
す
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
か
ろ
う
。
特
に
、
我
が
国
企
業
の
株
主
の
意
思
や
株
主
総
会
の
機
能
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の
現
実
を
も
加
味
す
る
と
、
株
主
総
会
決
議
や
定
款
規
定
に
取
締
役
の
責
任
軽
減
を
委
ね
る
こ
と
は
、
経
営
者
の
恣
意
に
陥
る
お
そ
れ

も
あ
り
、
経
営
者
の
意
思
と
株
主
の
意
思
が
適
切
に
均
衡
す
る
と
は
思
わ
れ
な
い
。

取
締
役
と
会
社
と
の
間
の
委
任
契
約
は
、
非
常
に
包
括
的
で
あ
り
、
業
務
の
規
模
や
種
類
も
極
め
て
多
様
で
あ
る
。
上
記
「
当
事
者

の
勘
案
ル
ー
ル
」
に
あ
る
よ
う
に
、
当
事
者
が
合
理
的
な
範
囲
で
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
る
範
囲
を
確
定
で
き
る
と
は
思
え
な
い
。
報
酬

を
不
当
利
得
と
し
て
返
還
す
る
と
い
う
考
え
方
も
、
す
べ
て
の
報
酬
が
不
当
利
得
な
の
か
、
報
酬
に
適
っ
た
仕
事
も
し
て
い
る
こ
と
を

勘
案
す
る
と
、
こ
れ
で
総
て
が
説
明
で
き
る
と
も
思
わ
れ
な
い
。

�

立
法
の
状
況
等
の
背
景
的
理
由

Ａ
Ｌ
Ｉ
の
勧
告§7.19

に
お
い
て
、
取
締
役
の
責
任
を
定
款
に
お
い
て
軽
減
す
る
こ
と
を
有
効
と
し
て
い
る
点
に
つ
い（
２５
）

て
、
次
の
二

点
が
主
要
な
理
由
と
さ
れ
て
い（
２６
）

る
。
第
一
に
、
ほ
と
ん
ど
の
州
制
定
法
は
、
基
本
定
款
に
、
経
営
や
業
務
の
執
行
に
関
す
る
記
載
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
お
り
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
の
規
定
は
公
的
政
策(pu

blic
policy)

と
合
致
す
る
。
特
に
、§7.19

は
、
責

任
免
除
で
は
な
く
、
一
年
間
の
報
酬
の
範
囲
に
限
定
す
る
も
の
な
の
で
、
注
意
義
務
を
廃
棄
す
る
の
で
は
な
く
、
不
均
衡
な
責
任
を
緩

和
す
る
と
い
う
概
念
を
採
用
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
。
第
二
に
、
信
託
法
第
二
次
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
二
二
二
条
で
は
、
受
益
者
の

利
益
に
対
す
る
不
誠
実
、
意
図
的
、
無
謀
な
違
反
に
よ
る
責
任
の
場
合
を
除
き
、
過
失
に
よ
る
責
任
か
ら
契
約
に
よ
っ
て
受
託
者
を
解

放
す
る
こ
と
を
許
し
て
い
る
が
、
こ
の
信
託
法
の
規
定
が§7.19
を
正
当
化
す
る
類
比
で
あ
る
と
説
明
す
る
。
こ
の
二
点
に
つ
い
て
、

正
当
化
根
拠
と
し
て
の
妥
当
性
を
検
討
す
る
。

第
一
の
公
的
政
策
と
い
う
観
点
に
つ
い
て
は
、
彼
我
の
事
情
の
相
違
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
一
九
八
六
年
に
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
で
、

基
本
定
款
に
よ
っ
て
取
締
役
の
会
社
又
は
株
主
に
対
す
る
責
任
の
免
除
又
は
制
限
を
可
能
に
す
る
会
社
法
改
正
が
な
さ
れ（
２７
）

た
。
こ
れ
は
、

八
〇
年
代
に
お
け
る
損
害
保
険
会
社
の
経
営
危
機
と
取
締
役
に
対
し
て
非
常
に
厳
し
い
内
容
の
判（
２８
）

決
が
州
最
高
裁
に
よ
り
出
さ
れ
た
こ
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と
と
の
両
方
の
影
響
に
よ
り
、
社
外
取
締
役
の
人
材
確
保
が
困
難
と
な
っ
て
い
た
当
時
の
米
国
の
社
会
的
な
情（
２９
）

勢
に
鑑
み
た
社
会
政
策

的
判
断
で
あ
っ
た
。
従
っ
て
、
業
務
を
執
行
す
る
役
員(officer)

は
免
除
又
は
制
限
の
対
象
と
は
さ
れ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
れ

に
倣
い
、
他
の
多
く
の
州
も
、
規
定
の
仕
方
は
様
々
で
あ
る（
３０
）

が
、
類
似
の
法
改
正
を
行
う
に
至
っ
た
。

一
方
、
我
が
国
に
お
い
て
は
、
会
社
役
員
の
責
任
を
制
限
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ほ
ど
、
多
数
の
株
主
代
表
訴
訟
に
お
い
て
役
員
に

と
っ
て
苛
酷
な
責
任
が
次
々
認
め
ら
れ
た
り
、
役
員
損
害
賠
償
責
任
保
険
が
破
綻
し
た
り
保
険
料
が
高
騰
し
て
い
る
よ
う
な
事
情
は
認

め
ら
れ
な
い
。
確
か
に
、
平
成
五
年
改
正
に
よ
り
株
主
代
表
訴
訟
の
訴
訟
手
数
料
が
一
律
八
二
〇
〇
円
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
株
主
代
表

訴
訟
の
件
数
の
増
加
が
始
ま
り
、
平
成
十
二
年
頃
ま
で
は
増
え
続
け
て
い（
３１
）

る
。
し
か
し
、
こ
の
時
点
に
お
い
て
も
、
公
的
政
策
を
と
る

要
請
が
大
き
い
と
思
わ
れ
る
大
企
業
に
関
す
る
株
主
代
表
訴
訟
は
一
部
に
過
ぎ（
３２
）

ず
、
大
部
分
は
中
小
企
業
の
事
例
で
あ
り
、
内
部
紛
争

に
株
主
代
表
訴
訟
が
利
用
さ
れ
た
面
が
否
定
で
き
な
い
。
こ
れ
ら
の
判
例
は
、
取
締
役
の
責
任
を
巡
る
会
社
法
理
論
の
発
展
に
寄
与
す

る
事
例
は
あ
っ
て（
３３
）

も
、
取
締
役
の
責
任
を
軽
減
す
る
た
め
の
公
的
政
策
の
判
断
材
料
と
し
て
は
必
ず
し
も
適
当
と
は
言
え
な
い
。
こ
の

よ
う
な
我
が
国
の
実
情
に
鑑
み
た
場
合
、
学
界
や
裁
判
所
の
努
力
に
よ
っ
て
解
釈
論
で
取
締
役
の
責
任
を
軽
減
す
る
と
い
う
動
向
を
待

つ
こ
と
な
く
、
取
締
役
の
責
任
を
一
律
に
制
限
す
る
と
い
う
選
択
を
し
た
こ
と
は
、
大
和
銀
行
事
件
等
の
極
め
て
希
な
事
例
の
み
を
念

頭
に
性
急
に
立
法
に
結
び
つ
け
た
感
が
拭
え
な
い
。

第
二
に
信
託
法
第
二
次
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
の
規
定
の
類
比
と
い
う
点
に
つ
い
て
で
あ
る
。
信
託
に
関
す
る
規
定
は
必
ず
し
も
受
託

者(tru
stee)

の
免
責
に
つ
い
て
寛
容
で
は
な
い
。
信
託
に
お
け
る
免
責
条
項(excu

lpatory
clau

se)

が
置
か
れ
て
い
る
背
景
は
、

家
族
等
が
、
報
酬
で
は
な
く
愛
情
や
義
理
に
よ
っ
て
受
託
者
と
な
る
よ
う
な
、
親
密
な
人
間
関
係
を
想
定
し
て
い
た
よ
う
で
あ（
３４
）

る
。
従

っ
て
、
特
に
大
企
業
の
会
社
や
株
主
と
取
締
役
と
い
う
よ
う
な
ビ
ジ
ネ
ス
的
関
係
に
信
託
の
規
定
を
類
比
と
し
て
持
ち
込
む
の
は
根
本

的
に
無
理
が
あ（
３５
）

る
。
ま
た
、
米
国
に
お
い
て
は
、
私
的
な
関
係
で
は
な
い
法
人
受
託
者(corporate

tru
stee)

を
念
頭
に
お
い
て
免
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責
条
項
に
つ
い
て
は
厳
格
な
態
度
を
と
っ
て
お
り
、
統
一
信
託
法
典
に
も
「
受
託
者
が
起
草
し
、
ま
た
は
起
草
さ
せ
た
免
責
条
項
は
、

信
認
関
係
・
信
頼
関
係
を
濫
用
す
る
も
の
と
し
て
無
効
と
す
る
。
た
だ
し
、
受
託
者
が
、
当
該
状
況
に
照
ら
し
て
免
責
条
項
が
公
正
な

も
の
で
あ
り
、
か
つ
そ
の
存
在
と
内
容
に
つ
き
適
切
な
形
で
受
託
者
に
伝
え
ら
れ
て
い
た
こ
と
を
証
明
し
た
場
合
は
、
そ
の
限
り
で
は

な（
３６
）

い
」
と
規
定
さ
れ
て
い（
３７
）

る
。
会
社
法
の
場
合
、
定
款
に
お
け
る
取
締
役
の
責
任
軽
減
規
定
は
、
株
主
総
会
決
議
事
項
と
し
て
取
締
役

会
が
起
草
す
る
が
、
上
記
条
項
に
照
ら
せ
ば
、
受
託
者
が
起
草
し
た
こ
と
に
な
り
、
条
項
の
公
正
に
関
す
る
証
明
は
難
し
い
。
実
際
、

米
国
に
お
い
て
は
、
銀
行
等
の
法
人
受
託
者
に
つ
い
て
は
、
公
益
や
倫
理
の
問
題
か
ら
本
条
項
の
使
用
に
は
懐
疑
的
で
あ
り
、
免
責
条

項
は
殆
ど
無
く
な
っ
て
い（
３８
）

る
。
以
上
の
よ
う
な
米
国
の
実
情
に
照
ら
せ
ば
、
信
託
法
の
免
責
条
項
を
特
に
大
企
業
の
取
締
役
の
責
任
軽

減
に
関
す
る
定
款
規
定
の
類
比
と
し
て
持
出
す
こ
と
は
不
適
切
で
あ
ろ
う
。

�

公
的
政
策
に
よ
る
理
由(policy

con
sideration

s)

公
的
政
策(pu

blic
policy)

に
よ
る
判
断
に
つ
い
て
Ａ
Ｌ
Ｉ
が
公
的
政
策
へ
の
配
慮(policy

con
sideration

s)

と
し
て
掲
げ
る
五

つ
の
事（
３９
）

項
に
基
づ
い
て
検
討
す
る
。
第
一
に
、
最
も
根
本
的
に
は
、
公
正(fairn

ess)

と
い
う
理
由
で
正
当
化
さ
れ
る
と
い
う
。
取
締

役
の
責
任
を
軽
減
し
な
け
れ
ば
、
取
締
役
の
有
責
性
と
会
社
に
役
務
提
供
す
る
こ
と
か
ら
得
ら
れ
る
経
済
的
利
益
と
を
比
較
し
て
、
潜

在
的
な
危
険
が
過
度
に
な
る
と
い
う
。
第
二
に
、
そ
の
よ
う
な
制
限
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
取
締
役
に
過
度
に
リ
ス
ク
回
避
的
な
行

動
を
と
ら
せ
る
強
迫
観
念
を
取
り
除
く
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
。
第
三
に
、
結
果
と
し
て
負
う
こ
と
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
潜
在
的
な

損
害
賠
償
が
極
め
て
過
酷
な
も
の
で
あ
る
と
認
識
さ
れ
な
く
な
れ
ば
、
注
意
義
務
の
概
念
も
裁
判
所
に
よ
っ
て
よ
り
公
平
か
つ
適
切
に

構
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
。
第
四
に
、
そ
の
よ
う
な
制
限
を
す
る
こ
と
が
、
役
員
損
害
賠
償
責
任
保
険

（
Ｄ
＆
Ｏ
保
険
）
の
コ
ス
ト
を
削
減
す
る
と
い
う
。
そ
し
て
、
第
五
に
、
少
な
く
と
も
、
そ
の
よ
う
な
制
限
が
適
用
可
能
な
状
況
に
お

い
て
は
、
原
告
株
主
の
代
理
人
弁
護
士
が
訴
訟
を
提
起
し
よ
う
と
い
う
経
済
的
動
機
を
削
減
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
。
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確
か
に
、
第
一
の
損
害
の
公
平
な
負
担
と
い
う
点
で
、
株
主
や
投
資
家
と
は
異
な
り
、
損
害
を
分
散
で
き
な
い
取
締
役
に
と
っ
て
、

企
業
の
取
引
規
模
の
リ
ス
ク
を
常
に
潜
在
的
に
負
う
の
は
不
合
理
で
あ
る
と
い
う
議
論
は
十
分
に
理
解
で
き（
４０
）

る
。
特
に
、
我
が
国
の
企

業
の
よ
う
な
、
企
業
組
織
が
経
営
者
個
人
の
要
素
を
離
れ
て
実
体
感
を
有
す
る
会
社
に
お
い
て
は
、
会
社
自
体
の
リ
ス
ク
負
担
が
あ
っ

て
然
る
べ
き
で
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
そ
の
こ
と
が
一
律
に
取
締
役
の
責
任
を
限
定
す
る
こ
と
に
直
ち
に
結
び
つ
く
と
は

思
え
な
い
。
リ
ス
ク
負
担
の
あ
り
方
は
、
会
社
組
織
の
性
格
や
会
社
と
取
締
役
の
関
係
の
あ
り
方
に
よ
っ
て
千
差
万
別
で
あ
る
が
、
一

律
の
制
限
は
そ
の
よ
う
な
差
異
を
無
視
す
る
も
の
で
あ
り
、
取
締
役
に
対
す
る
違
法
行
為
の
抑
止
力
を
喪
失
さ
せ
る
こ
と
に
も
な
ろ
う
。

会
社
と
取
締
役
と
の
リ
ス
ク
負
担
の
あ
り
方
を
念
頭
に
置
い
た
上
で
、
解
釈
論
や
判
例
の
蓄
積
に
よ
っ
て
、
取
締
役
の
負
担
す
べ
き
損

害
を
考
え
る
の
が
筋
で
あ
ろ
う
。
そ
の
よ
う
な
解
釈
論
が
確
立
さ
れ
て
お
れ
ば
、
第
二
の
会
社
経
営
に
対
す
る
萎
縮
的
効
果
も
同
時
に

取
り
除
く
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
第
三
の
よ
う
に
、
取
締
役
の
責
任
を
法
的
に
制
限
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
裁
判
所
の
注
意
義
務

に
関
す
る
解
釈
論
が
良
い
方
向
に
導
か
れ
る
と
考
え
る
の
は
本
末
転
倒
の
面
が
あ
る
。
ま
た
、
第
四
の
点
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
実

情
が
、
損
保
会
社
の
経
営
危
機
を
経
験
し
た
米
国
の
状
況
と
異
な
る
こ
と
は
上
述
の
通
り
で
あ
り
、
ま
た
第
五
の
点
に
つ
い
て
も
、
弁

護
士
数
が
圧
倒
的
に
多
い
「
訴
訟
社
会
」
で
あ
る
米
国
に
お
け
る
問
題
意
識
を
そ
の
ま
ま
我
が
国
に
適
用
す
る
こ
と
が
妥
当
で
は
な
い

の
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。

以
上
の
通
り
、
米
国
に
お
い
て
検
討
さ
れ
て
き
た
公
的
政
策
の
要
請
は
、
我
が
国
に
お
い
て
は
、
実
質
的
に
は
殆
ど
な
か
っ
た
と
言

っ
て
も
よ
い
も
の
と
思
わ
れ
る
。

�

強
行
法
規
性

平
成
一
三
年
及
び
平
成
一
四
年
商
法
改
正
の
特
徴
の
一
つ
と
し
て
、
会
社
の
定
款
自
治
の
範
囲
を
広
げ
た
と
い
う
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

自
発
的
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
基
礎
と
し
て
私
的
な
秩
序
形
成
の
た
め
の
指
針
と
し
て
の
規
定
を
置
く
べ
き
で
あ
る
と
い
う
英
米
の
「
授
権
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モ
デ
ル
」(en

ablin
g

m
odel)

の
考
え
方
を
導
入
し
た
も
の
で
あ
る
と
も
言
え
る
。
定
款
の
規
定
に
よ
っ
て
、
取
締
役
の
責
任
を
制
限

す
る
こ
と
も
ま
た
定
款
自
治
で
あ（
４１
）

る
。
こ
の
問
題
は
根
本
的
に
は
、
会
社
法
の
強
行
法
規
性
と
任
意
法
規
性
と
い
う
継
続
的
な
議
論
が

な
さ
れ
て
い
る
会
社
法
の
根
本
的
な
問
題
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
観
点
か
ら
も
、
取
締
役
の
責
任
制
限
の
問
題
を
考
え
て
お

く
必
要
が
あ
ろ
う
。

強
行
法
規
性
と
任
意
法
規
性
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
筆
者
は
、
特
に
信
認
義
務
や
取
締
役
の
責
任
論
を
考
え
る
上
で
は
強
行
法
規
性

が
妥
当
す
る
と
考
え
る
。
我
が
国
の
会
社
の
実
態
に
照
ら
し
て
考
え
た
場
合
、
株
主
と
取
締
役
等
と
を
契
約
当
事
者
と
し
て
、
そ
の
契

約
内
容
を
仮
定
す
る
契
約
的
解
釈
及
び
任
意
法
規
と
し
て
の
考
え
方
に
は
、
相
当
に
無
理
が
あ
る
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
従
っ
て
、

基
本
的
に
は
、
株
主
が
取
締
役
の
責
任
制
限
の
可
否
に
つ
い
て
合
理
的
な
判
断
が
で
き
る
か
ど
う
か
と
い
う
点
に
お
い
て
、
平
成
一
三

年
改
正
に
よ
る
取
締
役
の
責
任
制
限
の
方
法
は
疑
問
な
の
で
あ（
４２
）

る
。

強
行
法
規
性
の
判
断
基
準
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
な
議
論
が
あ（
４３
）

る
。「
定
款
自
治
に
委
ね
た
方
が
株
主
の
利
益
を
増
進
す
る
よ
う

な
性
質
が
当
該
規
定
に
備
わ
っ
て
い
る
か
ど
う
か
が
判
断
の
分
か
れ
目
に
な
る
。」
こ
の
観
点
に
つ
い
て
、
取
締
役
の
責
任
を
制
限
す

る
と
い
う
規
定
に
つ
い
て
考
え
る
と
、
上
記
の
よ
う
な
公
的
政
策
の
要
素
が
十
分
に
働
く
会
社
も
一
部
に
は
あ
る
で
あ
ろ
う
が
、
大
部

分
の
会
社
は
そ
う
で
は
な
く
、
そ
の
場
合
は
、
株
主
の
利
益
増
進
に
繋
が
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
株
主
の
利
益
と
い
う
観
点
だ
け
で

は
理
解
し
難
い
問
題
で
あ
る
と
も
言
え
る
。

強
行
方
規
性
の
判
断
を
巡
っ
て
は
、「
公
正
な
企
業
活
動
を
維
持
す
る
要
請
、
ト
ー
タ
ル
と
し
て
の
企
業
の
効
率
性
実
現
、
そ
し
て

国
際
競
争
力
を
高
め
る
必
要
性
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
決
め
る
他
は
な
い
」
と
し
て
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
そ
の
国
固

有
の
文
化
に
合
致
し
た
も
の
に
す
る
た
め
に
も
、
定
款
自
治
の
範
囲
を
あ
る
程
度
拡
大
し
て
い
く
必
要
性
に
触
れ
な
が
ら
、
事
後
的
規

制
に
つ
い
て
は
、
取
締
役
等
に
対
す
る
責
任
追
及
の
レ
ベ
ル
が
維
持
さ
れ
る
べ
き
で
、
こ
の
点
で
法
の
責
任
を
緩
和
す
る
方
向
で
の
定
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款
の
柔
軟
性
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
議
論
が
あ（
４４
）

る
。
信
認
関
係
及
び
信
認
義
務
に
基
づ
く
取
締
役
の
責
任
論
に
つ
い
て

は
強
行
法
規
性
を
基
準
に
考
え
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
立
場
も
併
せ
て
考
え
る
と
、
平
成
一
三
年
商
法
改
正
の
方
向
性
は
決
し
て
あ
る

べ
き
姿
で
は
あ
る
ま
い
。

�

整
理

大
和
銀
行
事
件
等
の
判
決
に
端
を
発
し
て
、
要
点
と
は
思
え
な
い
公
的
政
策
の
見
地
か
ら
な
さ
れ
た
平
成
一
三
年
商
法
改
正
は
根
本

的
な
問
題
を
含
ん
で
い
る
。
上
村
教
授
は
次
の
よ
う
に
批
判
す（
４５
）

る
。「
立
法
と
は
、
最
終
的
に
裁
判
所
の
判
断
に
よ
っ
て
解
釈
さ
れ
る

べ
き
ル
ー
ル
を
提
示
す
る
も
の
で
あ
り
、
裁
判
所
が
間
違
っ
た
判
断
を
す
る
か
ら
、
そ
れ
を
株
主
総
会
で
正
す
法
を
作
ろ
う
と
い
う
発

想
自
体
が
逆
立
ち
し
て
い
る
。」
こ
れ
に
対
し
て
は
、
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
訟
に
お
い
て
、
経
営
判
断
の
合
理
性
を
直
接
審

査
し
た
上
で
責
任
を
認
定
す
る
態
度
を
維
持
し
て
き
て
い
る
事
例
を
掲
げ
、
現
実
的
に
は
米
国
の
よ
う
な
経
営
判
断
の
原
則
が
定
着
し

て
い
な
い
我
が
国
に
お
い
て
は
、
経
営
の
素
人
で
あ
る
裁
判
官
に
よ
る
取
締
役
の
責
任
に
つ
い
て
過
誤
の
認
定
が
な
さ
れ
る
お
そ
れ
が

あ
る
こ
と
、
大
和
銀
行
事
件
は
そ
の
自
然
な
成
り
行
き
で
あ
っ
た
こ
と
を
指
摘
し
て
、
平
成
一
三
年
改
正
の
責
任
軽
減
制
度
に
お
け
る

大
き
な
目
的
の
一
つ
は
、
そ
の
よ
う
な
過
誤
の
裁
判
を
是
正
す
る
こ
と
で
あ
る
と
い
う
議
論
が
あ（
４６
）

る
。
岩
原
教
授
は
「
裁
判
所
の
解
釈

論
的
な
努
力
に
待
つ
方
が
、
基
本
的
に
は
、
具
体
的
で
柔
軟
な
解
決
を
も
た
ら
す
と
考
え
ら
れ
る
」
と
し
な
が
ら
も
、
解
釈
論
の
限
界

か
ら
巨
額
の
賠
償
に
な
る
こ
と
を
恐
れ
て
、
過
失
の
認
定
が
厳
し
く
な
り
過
ぎ
る
結
果
、
取
締
役
の
責
任
追
及
を
現
実
的
に
困
難
に
す

る
お
そ
れ
を
指
摘
し
た
上
で
、
裁
判
所
の
裁
量
に
よ
る
軽
減
と
株
主
総
会
決
議
や
定
款
規
定
に
よ
る
軽
減
の
法
制
と
の
二
つ
に
つ
い
て

客
観
的
な
長
所
・
短
所
を
指
摘
し
な
が
ら
比
較
し
て
い（
４７
）

る
。

確
か
に
、
裁
判
所
に
委
ね
る
こ
と
の
不
安
や
問
題
が
あ
る
こ
と
は
十
分
に
理
解
及
び
共
感
で
き
る
も
の
の
、
筋
論
と
し
て
は
、
上
村

教
授
や
岩
原
教
授
の
考
え
方
が
適
当
で
あ
り
、
適
正
な
司
法
判
断
の
た
め
の
学
説
・
判
例
の
積
重
ね
が
望
ま
れ
る
。
解
釈
論
が
構
築
さ
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れ
る
ま
で
の
間
は
、
仮
に
取
締
役
の
責
任
追
及
が
若
干
困
難
に
な
る
と
し
て
も
、
性
急
な
立
法
に
比
べ
れ
ば
や
む
を
得
な
い
と
考
え
る

べ
き
で
は
な
か
っ
た
か
と
思
わ
れ
る
。

三

取
締
役
の
責
任
認
定
に
お
け
る
法
解
釈
論

（
一
）
取
締
役
の
責
任
の
限
定

取
締
役
の
対
会
社
責
任
に
つ
い
て
は
、
法
の
規
定
に
よ
っ
て
一
律
に
限
定
す
べ
き
で
は
な（
４８
）

く
、
取
締
役
等
の
違
法
行
為
に
よ
っ
て
発

生
し
た
損
害
全
体
に
関
し
て
、
そ
の
関
与
度
合
い
に
よ
っ
て
具
体
的
な
責
任
額
を
決
定
す
べ
き
で
あ
る
。

本
稿
で
は
、
取
締
役
の
対
会
社
責
任
に
関
す
る
解
釈
論
の
指
針
と
し
て
信
認
関
係
・
信
認
義
務
を
基
軸
と
し
て
、
我
が
国
企
業
の
文

化
や
特
性
を
加
味
す（
４９
）

る
。
以
下
で
は
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
解
釈
論
が
ど
の
よ
う
な
事
例
に
適
用
可
能
で
あ
る
の
か
を
検
討
す（
５０
）

る
。

平
成
一
二
年
七
月
七
日
の
野
村
証
券
事
件
判
決
に
お
け
る
河
合
裁
判
官
の
補
足
意（
５１
）

見
の
主
旨
は
、
取
締
役
の
責
任
の
認
定
は
出
来
る

だ
け
正
面
か
ら
認
め
て
損
害
額
を
算
出
し
た
上
で
、
そ
の
帰
責
性
に
応
じ
て
減
額
す
れ
ば
よ
い
と
い
う
。
即
ち
、
商
法
二
六
六
条
一
項

五
号
の
対
象
と
な
る
「
法
令
」
に
は
、
会
社
を
名
宛
人
と
し
て
会
社
が
遵
守
す
べ
き
総
て
の
規
定
が
含
ま
れ
、
そ
の
法
令
違
反
が
あ
っ

た
場
合
に
は
、
民
法
四
一
五
条
の
不
履
行
の
要
件
を
満
た
す
と
い
う
説
を
支
持
し
、
法
令
違
反
が
あ
っ
て
も
善
管
注
意
義
務
な
ど
の
一

般
義
務
に
反
し
な
い
限
り
不
履
行
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
と
い
う
説
を
、
法
律
よ
り
利
益
優
先
の
可
否
、
商
法
の
条
文
構
成
、
法
改
正

の
趣
旨
及
び
立
証
責
任
の
点
か
ら
批
判
す
る
。
そ
し
て
、
債
務
不
履
行
の
帰
責
性
の
要
件
で
善
管
注
意
義
務
を
考
慮
す
れ
ば
よ
く
、
不

履
行
の
要
件
の
段
階
で
簡
単
に
責
任
を
否
定
す
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
。
取
締
役
へ
の
苛
酷
な
責
任
を
回
避
す
る
配
慮
は
、
責
任
は
認

め
た
上
で
、
公
平
の
原
則
や
信
義
則
に
鑑
み
、
損
益
相
殺
や
過
失
相
殺
等
の
理
論
に
よ
っ
て
、
要
賠
償
額
を
妥
当
な
も
の
に
調
整
す
る

方
向
性
が
望
ま
し
く
、
こ
の
よ
う
な
調
整
は
、
商
法
二
六
六
条
な
い
し
代
表
訴
訟
制
度
の
目
的
に
反
す
る
も
の
で
は
な
い
と
述
べ
る
。
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上
村
教
授
は
、
大
和
銀
行
事
件
に
対
す
る
実
際
の
意
見（
５２
）

書
を
基
礎
に
、
取
締
役
の
責
任
を
認
定
す
る
上
で
の
解
釈
の
方
向
性
と
し
て
、

次
の
試
案
を
提
示
し
て
い（
５３
）

る
。

�

既
に
生
じ
た
と
さ
れ
る
総
て
の
損
害
を
手
掛
か
り
と
し
て
認
定
を
開
始
す
る
。

�

会
社
か
ら
奪
取
し
た
財
産
に
相
当
す
る
金
額
は
全
額
取
締
役
の
負
担
と
す
る
。

�

法
人
罰
金
・
司
法
取
引
に
よ
る
和
解
金
そ
の
他
本
来
企
業
に
対
す
る
罰
則
と
し
て
課
せ
ら
れ
る
金
額
を
�
の
金
額
か
ら
控
除
す

る
。

�

以
上
の
残
額
に
「
当
該
企
業
の
取
引
規
模
・
存
続
期
間
等
を
基
準
と
し
て
割
り
出
し
た
一
定
の
比
率
」（
基
礎
控
除
比
率
）
を

乗
じ
た
額
を
算
出
す
る
。

�

�
の
金
額
か
ら
内
部
統
制
の
不
備
等
に
応
じ
た
企
業
責
任
相
当
額
を
控
除
す
る
。

�

さ
ら
に
当
該
取
締
役
等
の
寄
与
度
や
悪
性
に
応
じ
た
負
担
分
を
算
定
す
る
。

�

以
上
の
諸
要
素
に
つ
き
、
具
体
的
な
控
除
数
値
な
い
し
控
除
割
合
を
示
し
、
裁
判
所
の
判
断
に
よ
り
妥
当
な
結
論
を
導
く
よ
う

に
努
め
る
。

以
上
の
試
案
に
は
、
取
締
役
の
責
任
を
解
釈
論
に
よ
っ
て
導
く
た
め
に
必
要
な
要
素
が
大
部
分
網
羅
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
�
〜
�
の

基
準
を
題
材
に
、
取
締
役
の
対
会
社
責
任
に
関
す
る
解
釈
論
に
つ
い
て
の
私
見
を
分
析
、
整
理
す
る
。

ま
ず
�
は
、
定
款
等
に
よ
る
一
律
の
責
任
額
制
限
に
反
対
す
る
。
取
締
役
が
負
担
す
べ
き
損
害
の
範
囲
に
つ
い
て
は
後
述
す
る
が
、

事
実
的
因
果
関
係
の
あ
る
会
社
が
蒙
っ
た
損
害
を
検
討
の
開
始
基
準
に
す
る
こ
と
自
体
は
妥
当
で
あ
ろ
う
。

次
に
�
に
つ
い
て
私
見
を
述
べ
る
。
Ａ
Ｌ
Ｉ
の
基（
５４
）

準
に
お
い
て
は
、
悪
意
か
つ
有
責
な
法
違
反
、
会
社
に
重
大
な
損
害
の
正
当
化
さ

れ
な
い
リ
ス
ク
を
承
知
の
上
で
の
意
図
的
な
義
務
の
無
視
、
義
務
の
放
棄
に
等
し
い
持
続
的
で
か
つ
許
さ
れ
な
い
態
様
の
怠
慢
、
以
上
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の
い
ず
れ
で
も
な
く
、
か
つ
不
公
正
取
引
の
も
と
で
、
不
適
当
な
利
益
を
受
け
て
い
る
の
で
な
い
と
き
に
の
み
取
締
役
の
責
任
を
事
前

に
制
限
で
き
る
。
平
成
一
三
年
改
正
の
商
法
に
お
い
て
も
「
善
意
か
つ
無
重
過
失
」
が
要
件
と
さ
れ
て
い
る
。
取
締
役
の
任
務
懈
怠
の

態
様
が
悪
質
な
場
合
は
、
少
な
く
と
も
事
前
の
定
款
等
の
規
定
に
よ
っ
て
は
取
締
役
の
責
任
を
軽
減
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
。

「
悪
質
」
に
も
色
々
な
態
様
が
あ
る
が
、
上
村
教
授
が
、
�
の
事
例
と
し
て
、
個
人
の
債
務
を
故
意
に
会
社
に
肩
代
わ
り
さ
せ
た
「
蛇

の
目
事（
５５
）

件
」
を
掲
げ
て
い
る
よ
う
に
、「
奪
取
」
と
は
、「
故
意
」
に
よ
り
自
ら
或
い
は
関
係
者
に
利
得
さ
せ
た
場
合
と
定
義
し
て
説
明

す
る
の
が
適
当
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
行
為
は
、「
故
意
」
に
よ
る
会
社
に
対
す
る
不
法
行
為
を
構
成
し
、「
悪
意
」
や
「
重
過
失
」

と
は
区
別
し
て
考
え
る
べ
き
で
あ（
５６
）

る
。
こ
の
態
様
の
行
為
に
よ
る
会
社
の
損
害
に
つ
い
て
は
当
該
取
締
役
が
、
総
て
の
損
害
額
を
賠
償

す
る
義
務
を
免
れ
な
い
の
は
当
然
で
あ
り
、
�
に
つ
い
て
後
述
（
三
）
で
検
討
す
る
過
失
相
殺
も
適
用
す
べ
き
で
は
な
い
。
被
用
者
の

不
正
行
為
に
対
す
る
使
用
者
の
損
害
賠
償
請
求
の
事
例
で
あ
る
が
、
現
金
等
の
着
服
横
領
事
件
に
関
し
て
、
被
用
者
自
身
に
不
法
な
利

得
が
あ
る
場
合
は
、
会
社
側
に
監
督
不
行
届
と
い
う
過
失
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
過
失
相
殺
は
損
害
の
公
平
な
分
配
を
目
的
と
し
て
お

り
、
当
事
者
の
一
方
に
不
当
な
利
得
を
許
す
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
理
由
に
過
失
相
殺
を
否
定
し
た
判
例
が
あ（
５７
）

る
。
逆
に
、
被
用
者
自

身
に
不
法
の
利
得
が
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
信
用
組
合
の
支
店
長
に
対
す
る
背
任
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
に
つ
き
信
用
組
合
側
の
過
失

を
も
と
に
過
失
相
殺
を
認
め
た
判（
５８
）

例
、
信
用
協
同
組
合
の
職
員
が
架
空
貸
付
で
組
合
に
損
失
を
与
え
た
事
件
に
つ
き
、
組
合
側
の
落
ち

度
に
よ
り
過
失
相
殺
を
認
め
た
判（
５９
）

例
が
あ
る
。
会
社
の
役
員
は
、
会
社
と
の
間
に
よ
り
深
い
信
認
関
係
に
あ
り
、
会
社
の
体
制
を
是
正

監
督
す
る
立
場
に
あ
る
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
、
こ
れ
ら
被
用
者
の
場
合
の
よ
う
な
過
失
相
殺
は
容
易
に
認
め
る
べ
き
で
は
な
い
が
、
我

が
国
の
取
締
役
の
実
質
的
な
位
置
付
け
に
鑑
み
れ
ば
、
そ
の
被
用
者
と
し
て
の
性
格
を
も
加
味
し
て
、
過
失
相
殺
を
認
め
る
べ
き
場
合

も
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

因
み
に
、
基
本
的
に
は
「
過
失
」
を
前
提
と
し
て
議
論
さ
れ
て
い
る
商
法
二
六
六
条
一
項
四
号
の
取
締
役
の
利
益
相
反
取
引
に
よ
っ
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て
会
社
が
損
失
を
被
っ
た
場
合
と
上
記
の
よ
う
な
刑
法
犯
に
類
す
る
場
合
と
は
区
別
し
て
考
え
る
べ
き
で
あ（
６０
）

る
。「
過
失
」
を
前
提
と

し
た
も
の
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
よ
う
な
忠
実
義
務
違
反
の
行
為
に
つ
い
て
は
厳
格
に
解
釈
す
べ
き
で
あ
る
の
は
勿
論
で
あ
る
が
、「
過

失
」
の
考
え
方
を
前
提
と
し
た
利
益
相
反
取
引
に
関
し
て
は
、
要
件
が
厳
し
く
な
る
も
の
の
、
過
失
相
殺
等
の
責
任
軽
減
の
考
え
方
を

適
用
す
る
余
地
が
あ
る
と
考
え（
６１
）

る
。

�
に
つ
い
て
は
、
日
本
航
空
電
子
工
業
事（
６２
）

件
に
お
い
て
、
我
が
国
に
お
け
る
罰
金
と
米
国
に
お
い
て
司
法
取
引
に
よ
っ
て
支
払
っ
た

罰
金
、
特
別
課
徴
金
、
制
裁
金
及
び
和
解
金
に
つ
い
て
、
そ
れ
ら
総
て
を
取
締
役
の
違
法
行
為
に
よ
っ
て
生
じ
た
会
社
の
損
害
金
と
し

て
認
め
た
こ
と
を
巡
る
議
論
に
端
を
発
す
る
。
こ
の
判
例
を
批
判
し（
６３
）

て
、
こ
れ
ら
を
会
社
の
被
っ
た
損
害
に
含
め
る
べ
き
で
は
な
い
と

い
う
立
場
が
�
で
あ
る
。
そ
の
理
由
に
つ
い
て
は
、
第
一
に
、
法
人
の
巨
額
の
資
産
等
に
鑑
み
て
高
額
に
設
定
さ
れ
て
い
る
法
人
に
対

す
る
刑
事
処
罰
を
取
締
役
個
人
に
転
嫁
す
る
の
は
、
実
質
的
に
二
重
処
罰
と
な
る
背
理
で
あ
り
、
法
が
個
人
と
は
別
に
法
人
を
罰
す
る

立
法
趣
旨
が
全
う
さ
れ
な
い
と
説
明
す（
６４
）

る
。
第
二
に
、
米
国
に
よ
っ
て
科
せ
ら
れ
た
制
裁
金
や
和
解
金
も
、
法
人
を
名
宛
人
と
す
る
も

の
で
あ
り
、
そ
れ
故
に
巨
額
の
金
額
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
事
件
発
生
後
の
規
制
当
局
と
の
交
渉
は
問
題
の
取
締
役
の
関
与
で
き

な
い
と
こ
ろ
で
、
そ
れ
自
体
が
経
営
判
断
と
し
て
交
渉
術
や
駆
け
引
き
の
巧
拙
に
も
左
右
さ
れ
な
が
ら
金
額
決
定
が
な
さ
れ
る
も
の
で

あ
る
の
で
、
そ
れ
を
取
締
役
の
個
人
責
任
と
し
て
転
嫁
す
る
こ
と
は
、
上
記
の
罰
金
と
同
様
に
制
裁
や
和
解
の
趣
旨
に
反
す
る
と
説
明

す（
６５
）

る
。

こ
の
�
の
考
え
方
に
は
確
か
に
納
得
で
き
る
面
が
あ
る
。
罰
金
が
科
せ
ら
れ
る
類
の
法
令
違
反
に
つ
い
て
は
、
行
為
に
お
け
る
注
意

義
務
違
反
か
従
業
員
等
に
対
す
る
監
視
義
務
違
反
の
い
ず
れ
か
が
問
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
で
あ
ろ
う
か
ら
、
多
く
の
場
合
は
取
締
役
に

対
し
て
損
害
賠
償
義
務
が
認
め
ら
れ
る
。
両
罰
と
し
て
、
取
締
役
が
刑
事
罰
を
受
け
る
上
に
、
更
に
会
社
へ
の
罰
金
も
負
わ
さ
れ
る
こ

と
が
、
行
為
の
反
社
会
性
に
照
ら
し
て
余
り
に
酷
で
は
な
い
か
と
い
う
公
平
感
の
問
題
が
根
底
に
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
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一
方
、
会
社
が
支
払
っ
た
罰
金
等
の
原
因
行
為
を
行
な
っ
た
の
が
取
締
役
で
あ
る
以
上
は
、
取
締
役
が
賠
償
義
務
を
負
う
損
害
の
範

囲
に
含
め
ざ
る
を
得
な
い
で
あ
ろ
う
と
い
う
反
論
が
あ（
６６
）

る
。
私
見
も
同
様
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
損
害
を
取
締
役
の
行
為
と
の
間
の
因
果

関
係
の
外
に
置
く
解
釈
論
が
難
し
い
か
ら
で
あ
る
。
社
会
的
公
平
感
の
問
題
は
、
次
の
�
�
�
に
関
す
る
問
題
で
総
合
的
バ
ラ
ン
ス
を

考
慮
す
れ
ば
よ
い
と
思
わ
れ
る
。

�
に
つ
い
て
は
損
害
の
公
平
な
負
担
と
い
う
観
点
で
（
二
）
で
、
�
に
つ
い
て
は
過
失
相
殺
の
問
題
と
し
て
（
三
）
で
、
�
に
つ
い

て
は
割
合
的
因
果
関
係
又
は
寄
与
度
の
問
題
と
し
て
（
四
）
で
、
そ
れ
ぞ
れ
検
討
す
る
。
更
に
、（
五
）
に
お
い
て
、
過
失
相
殺
や
寄

与
度
の
解
釈
論
を
適
用
す
る
上
で
の
論
理
的
障
害
と
な
る
取
締
役
の
連
帯
責
任
に
関
し
て
、
分
割
責
任
の
考
え
方
に
つ
い
て
検
討
し
た

い
。

（
二
）
損
害
賠
償
責
任
に
お
け
る
公
平
性
及
び
帰
責
性

損
害
賠
償
責
任
に
関
す
る
法
理
論
の
要
点
の
一
つ
は
公
平
な
損
失
の
分
担
で
あ
る
。
不
法
行
為
に
お
け
る
賠
償
額
の
減
額
事
由
に
関

す
る
理
論
の
一
つ
に
「
帰
責
性
の
原
理
」
が
あ
る
。
自
己
の
財
か
ら
生
じ
た
損
害
は
、
そ
の
財
の
所
有
者
（
被
害
者
）
が
負
担
す
べ
き

と
こ
ろ
、
加
害
者
の
行
為
態
様
が
寄
与
し
た
部
分
に
つ
い
て
は
加
害
者
に
損
害
を
転
嫁
さ
せ
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え（
６７
）

る
。
加
害
者
側
で

の
帰
責
性
や
非
難
可
能
性
の
量
的
割
合
を
考
慮
に
入
れ
た
上
で
損
害
賠
償
の
金
銭
的
評
価
に
関
す
る
基
準
を
確
立
し
て
い
く
も
の
で
あ

る
。こ

の
理
論
に
は
反
対
説
も
多
く
、
ま
ず
損
害
額
全
額
を
基
礎
に
置
い
て
、
被
害
者
を
で
き
る
だ
け
不
法
行
為
が
な
か
っ
た
状
態
に
戻

す
こ
と
を
基
本
的
理
念
と
す
る
考
え
方
が
あ（
６８
）

る
。
こ
の
理
論
に
よ
れ
ば
、
被
害
者
の
行
為
を
損
害
の
原
因
の
一
部
と
見
る
、
因
果
関
係

論
に
お
け
る
割
合
的
因
果
関
係
の
考
え
方
や
加
害
行
為
の
帰
責
性
や
非
難
可
能
性
の
程
度
に
応
じ
て
損
害
賠
償
額
を
減
額
す
べ
き
と
い

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）

（阪大法学）５５（２―１７７）４４３〔２００５．８〕



う
理
論
に
対
し
て
は
批
判
的
で
あ
り
、
損
害
額
の
減
額
は
、
あ
く
ま
で
も
、
損
害
の
金
銭
的
評
価
の
問
題
で
あ
り
、
裁
判
所
が
自
由
裁

量
に
よ
り
過
失
を
斟
酌
し
、
公
平
の
観
念
に
基
づ
き
損
害
額
を
定
め
れ
ば
よ
く
、
理
由
を
挙
げ
る
必
要
も
な
い
と
説
く
の
で
あ（
６９
）

る
。
両

説
は
、
被
害
者
の
行
為
面
に
お
け
る
過
失
（
結
果
回
避
義
務
違
反
や
損
害
拡
大
防
止
義
務
違
反
）
以
外
に
、
素
因
や
体
質
等
に
か
か
る

事
実
を
損
害
賠
償
減
額
事
由
と
し
て
積
極
的
に
認
め
る
か
ど
う
か
と
い
う
点
で
基
本
的
な
差
異
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

以
上
の
考
え
方
を
取
締
役
責
任
に
関
す
る
法
解
釈
論
に
ど
の
よ
う
に
取
り
入
れ
る
か
が
問
題
と
な
る
。
ま
ず
、
不
法
行
為
の
理
論
を

会
社
と
取
締
役
と
の
契
約
関
係
に
適
用
す
る
こ
と
へ
の
疑
問
も
あ
ろ
う
が
、
伝
統
的
に
不
法
行
為
の
領
域
と
し
て
扱
わ
れ
て
き
た
問
題

が
債
務
不
履
行
の
領
域
に
導
入
さ
れ
る
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
お（
７０
）

り
、
会
社
と
取
締
役
と
の
関
係
に
つ
い
て
の
基
礎
的
法
解

釈
論
と
し
て
も
積
極
的
に
参
考
に
し
て
い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
。

取
締
役
と
会
社
の
関
係
に
お
い
て
は
、
上
記
「
帰
責
性
の
理
論
」
の
構
成
が
適
当
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。
我
が
国
の
企
業
は
、
ト

ッ
プ
ダ
ウ
ン
経
営
の
米
国
等
の
企
業
に
比
較
し
て
、
企
業
の
業
績
或
い
は
違
法
行
為
等
に
関
す
る
責
任
の
所
在
が
必
ず
し
も
明
確
で
は

な
く
、
従
業
員
と
経
営
者
が
連
続
的
階
層
を
な
し
て
お
り
、
そ
の
実
質
的
区
別
が
困
難
な
場
合
も
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
集
団
主
義
を
本

質
と
す
る
様
々
な
我
が
国
企
業
の
特
性
と
現
状
を
考
慮
す
れ
ば
、
利
益
相
反
行
為
な
ど
の
忠
実
義
務
に
違
反
す
る
行
為
は
別
に
し
て
、

そ
の
他
の
注
意
義
務
違
反
に
つ
い
て
は
、
巨
額
の
利
益
を
得
て
い
る
会
社
が
損
失
を
負
担
す
る
の
を
原
則
と
し
て
、
取
締
役
の
行
為
態

様
が
関
与
し
た
場
合
、
即
ち
取
締
役
に
非
難
可
能
性
や
帰
責
性
が
あ
る
場
合
に
、
そ
の
関
与
や
帰
責
性
の
範
囲
で
取
締
役
に
責
任
を
転

嫁
す
る
こ
と
を
基
本
線
と
し
て
考
え
る
こ
と
が
妥
当
で
は
な
か
ろ
う
か
。
我
が
国
の
役
員
に
関
し
て
は
、
被
用
者
た
る
使
用
人
と
役
員

と
の
間
に
連
続
的
に
推
移
す
る
信
認
関
係
の
濃
淡
に
応
じ
て
、
会
社
の
負
担
す
べ
き
損
失
の
多
寡
を
決
定
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
と
考

え
る
。
我
が
国
の
企
業
経
営
の
特
性
に
鑑
み
る
と
、
組
織
全
体
と
し
て
の
帰
責
性
が
大
き
い
場
合
に
、
取
締
役
個
人
に
損
害
全
額
を
負

担
さ
せ
る
こ
と
は
著
し
く
公
平
性
を
欠
く
か
ら
で
あ
る
。
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一
方
で
後
者
の
説
に
関
し
て
、
こ
れ
を
支
持
す
る
学
説
に
よ
る
と
、
逆
に
、
本
来
加
害
者
が
負
担
す
べ
き
損
害
に
つ
き
被
害
者
に
損

害
発
生
又
は
規
範
的
に
責
め
ら
れ
る
べ
き
行
為
態
様
が
あ
る
場
合
に
限
り
、
そ
の
部
分
に
つ
い
て
被
害
者
が
負
担
す
べ
き
と
す
る
理
論

が
あ
る
。
被
害
者
が
危
険
を
負
担
す
る
と
い
う
出
発
点
を
批
判
し
、
被
害
者
側
の
事
情
を
理
由
に
損
害
額
を
減
額
す
る
た
め
に
は
、
被

害
者
側
に
権
利
・
法
益
管
理
を
適
切
に
行
え
る
だ
け
の
期
待
可
能
性
を
要
求
す
べ
き
で
あ
る
と
い（
７１
）

う
。
そ
も
そ
も
被
害
者
が
危
険
や
損

害
を
負
担
す
べ
き
で
あ
る
と
は
い
え
、
既
に
加
害
者
の
帰
責
性
が
あ
る
こ
と
を
判
断
さ
れ
た
後
の
局
面
に
お
い
て
損
害
賠
償
額
の
減
額

調
整
が
必
要
と
な
る
の
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
局
面
に
お
い
て
被
害
者
が
危
険
や
損
害
を
負
担
す
べ
き
と
い
う
基
本
的
立
場
か
ら
出
発

す
る
の
は
不
合
理
で
あ
る
と
説
く
も
の
で
あ（
７２
）

る
。
た
だ
し
、
こ
の
後
者
の
理
論
を
支
持
す
る
説
に
お
い
て
も
、
素
因
や
体
質
に
つ
い
て

は
、「
被
害
者
に
素
因
を
発
見
あ
る
い
は
統
制
す
る
こ
と
が
期
待
可
能
で
、
か
つ
こ
れ
に
基
づ
い
て
自
己
の
行
動
を
適
切
に
コ
ン
ト
ロ

ー
ル
す
る
こ
と
が
期
待
可
能
で
あ
っ
た
と
い
う
場
合
に
限
っ
て
、
期
待
可
能
な
措
置
を
講
じ
な
か
っ
た
と
い
う
被
害
者
の
帰
責
性
を
理

由
に
賠
償
額
の
減
額
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
…
…
伝
統
的
な
過
失
相
殺
に
お
い
て
想
定
さ
れ
て
い
る
結
果
回
避
・
損
害
拡
大
防
止
義
務

と
は
異
な
り
、
被
害
者
の
過
失
の
向
け
ら
れ
た
対
象
は
損
害
な
い
し
結
果
の
発
生
そ
の
も
の
で
は
な
く
、
素
因
の
発
生
と
統
制
で
あ

る
」
と
し
て
、
被
害
者
の
素
因
や
体
質
に
つ
い
て
も
損
害
賠
償
減
額
事
由
と
し
て
認
め
て
い（
７３
）

る
。
特
に
大
企
業
に
お
い
て
は
、
素
因
を

発
見
あ
る
い
は
統
制
す
る
期
待
可
能
性
は
充
分
に
あ
る
と
一
般
に
は
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
ら
、
こ
れ
ら
の
要
因
を
減
額
事
由
と
し

て
斟
酌
す
る
余
地
は
あ
る
。

損
害
額
全
額
を
基
礎
に
置
き
裁
判
所
の
裁
量
に
基
づ
く
と
い
う
考
え
方
に
つ
い
て
は
、
使
用
者
か
ら
被
用
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
請

求
に
関
す
る
判
例
に
お
い
て
、「
條
理
上
至
当
」「
労
働
関
係
に
お
け
る
公
平
の
原
則
」「
損
害
の
公
平
な
分
担
」
等
に
よ
り
損
害
額
の

一
部
を
使
用
者
に
負
担
さ
せ
た
従
来
の
多
く
の
判
例（
７４
）

も
、
基
本
的
に
同
様
の
解
釈
論
で
あ
ろ
う
。
本
稿
は
、
定
款
に
よ
る
責
任
軽
減
の

規
定
を
批
判
し
、
裁
判
所
の
法
解
釈
に
よ
っ
て
解
決
す
る
こ
と
を
合
理
的
と
す
る
が
、
企
業
経
営
に
関
し
て
、
必
ず
し
も
充
分
な
知
識
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を
有
す
る
と
は
言
え
な
い
裁
判
官
に
法
解
釈
上
も
「
評
価
の
問
題
」
と
し
て
フ
リ
ー
ハ
ン
ド
で
取
締
役
の
賠
償
責
任
額
を
決
定
さ
せ
る

の
で
は
、
上
述
の
二
（
三
）
�
で
引
用
し
た
岩
原
教
授
の
意
見
の
通
り
、
解
釈
論
の
限
界
か
ら
巨
額
の
賠
償
に
な
る
こ
と
を
恐
れ
て
、

過
失
の
認
定
が
厳
し
く
な
り
過
ぎ
る
結
果
、
取
締
役
の
責
任
追
及
を
現
実
的
に
困
難
に
す
る
お
そ
れ
を
よ
り
現
実
の
も
の
と
し
か
ね
な

い
。
裁
判
官
が
判
断
す
る
上
で
の
解
釈
基
準
が
明
示
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
し
、
そ
の
点
に
お
い
て
も
、
会
社
の
企
業
体
質
等
を
斟
酌
す

る
こ
と
が
理
論
上
妥
当
す
る
「
帰
責
性
の
理
論
」
が
適
当
で
あ
ろ
う
。

以
上
の
議
論
に
照
ら
し
た
場
合
、
上
記
�
の
「
基
礎
控
除
比
率
」
の
考
え
方
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。
裁
判
所
の

自
由
裁
量
的
評
価
に
委
ね
る
こ
と
の
実
務
的
問
題
を
考
慮
す
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
定
型
的
基
準
が
あ
れ
ば
事
案
に
よ
る
結
論
の
振
幅
が

小
さ
く
な
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
企
業
の
規
模
や
存
続
期
間
と
取
締
役
の
責
任
の
程
度
と
を
合
理
的
に
結
び
つ
け
る
こ
と
が
困
難
で
あ

る
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
一
律
の
減
額
で
は
な
く
、
過
失
相
殺
や
寄
与
度
の
解
釈
論
で
対
応
す
る
の
が
合
理
的
で
あ
る
。

（
１
）

拙
著
「
英
米
の
制
度
及
び
理
論
に
鑑
み
た
『
使
用
人
兼
務
取
締
役
』
の
責
任
論
」
民
商
法
雑
誌
一
二
四
巻
三
号
三
九
五
頁
（
二
〇
〇

一
）
を
一
般
理
論
と
し
て
敷
延
発
展
さ
せ
た
。

（
２
）

「
商
法
及
び
株
式
会
社
の
監
査
等
に
関
す
る
商
法
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
平
成
一
三
年
法
律
第
一
四
九

号
）
商
事
法
務
一
六
一
四
号
四
頁
。
原
田
晃
治
「
会
社
法
改
正
の
現
状
と
課
題
―
株
式
制
度
の
見
直
し
等
を
内
容
と
す
る
平
成
一
三
年
改
正

法
の
位
置
付
け
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
二
〇
号
八
頁
（
二
〇
〇
二
）。
田
中
亘
「
取
締
役
の
責
任
軽
減
・
代
表
訴
訟
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
二
〇

号
三
一
頁
（
二
〇
〇
二
）

（
３
）

平
成
一
一
年
四
月
一
五
日
の
「
企
業
統
治
に
関
す
る
商
法
等
の
改
正
要
綱
案
」（
商
事
法
務
一
五
二
四
号
三
七
頁
）
及
び
平
成
一
三
年
五

月
三
〇
日
の
改
正
法
案
（
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
〇
六
号
二
五
三
頁
）
で
は
、
総
て
の
取
締
役
に
つ
い
て
「
報
酬
の
二
年
分
」
を
限
度
と
し
て
い

た
。
こ
の
「
二
年
」
の
適
否
が
問
題
と
な
り
（
岩
原
紳
作
「
株
主
代
表
訴
訟
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
〇
六
号
一
二
二
頁
、
一
二
七
頁
（
二
〇
〇

一
）
等
）、
修
正
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
修
正
の
前
後
を
比
較
す
る
限
り
で
は
、
修
正
後
の
内
容
が
適
当
で
あ
ろ
う
。
例
え
ば
、
使
用
者
か

ら
被
用
者
に
対
す
る
求
償
権
行
使
の
事
例
に
お
い
て
、
設
計
課
長
に
対
し
て
、
年
収
の
「
二
年
半
」
の
損
害
賠
償
責
任
が
「
條
理
上
至
当
」

論 説
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と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
（
大
阪
高
判
昭
和
五
三
年
三
月
三
〇
日
判
時
九
〇
八
号
五
四
頁
）。
課
長
よ
り
も
裁
量
が
遥
か
に
大
き
く
、
よ
り

高
度
な
信
認
義
務
を
負
う
取
締
役
の
会
社
に
対
す
る
責
任
額
が
課
長
と
同
程
度
の
「
二
年
分
」
で
は
不
合
理
で
あ
ろ
う
。

（
４
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）
一
二
九
頁
。
新
谷
勝
『
株
主
代
表
訴
訟
・
改
正
課
題
』
一
〇
一
頁
（
中
央
経
済
社
、
二
〇
〇
一
）

（
５
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）
一
二
九
―
一
三
〇
頁
で
は
、
取
締
役
会
決
議
を
株
主
の
異
義
で
覆
す
の
で
あ
れ
ば
、
最
初
か
ら
株
主
総
会
が
事

後
的
に
免
責
を
決
定
す
れ
ば
よ
い
と
述
べ
る
。
浜
田
教
授
は
、
前
掲
注
（
３
）
の
平
成
一
一
年
要
綱
に
関
す
る
意
見
に
お
い
て
、「
法
の
支

配
の
も
と
で
あ
ら
ゆ
る
法
的
決
定
は
、
正
当
性
に
よ
っ
て
基
礎
付
け
ら
れ
る
も
の
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
。『
取
締
役
会
が
そ
の
裁
量
に
よ

り
取
締
役
の
責
任
軽
減
を
決
定
す
る
こ
と
』
は
正
当
性
を
欠
く
。」
と
述
べ
会
社
法
制
の
公
正
に
関
わ
る
問
題
と
し
て
批
判
す
る
（
浜
田
道

代
「
企
業
統
治
と
監
査
役
制
度
・
代
表
訴
訟
・
役
員
の
責
任
軽
減
」
商
事
法
務
一
五
二
八
号
四
頁
、
一
一
―
一
二
頁
（
一
九
九
九
））。
末
永

敏
和
「
企
業
統
治
に
関
す
る
商
法
等
の
改
正
案
要
綱
に
つ
い
て
」
商
事
法
務
一
五
二
八
号
二
一
頁
、
二
四
―
二
五
頁
（
一
九
九
九
）

（
６
）

宮
廻
美
明
〈
座
談
会
〉「
企
業
統
治
に
関
す
る
商
法
改
正
法
の
実
務
へ
の
影
響
」
商
事
法
務
一
六
一
七
号
八
頁
、
一
四
―
一
五
頁
（
二
〇

〇
二
）。
一
般
に
取
締
役
の
責
任
を
認
定
す
る
場
合
は
、
善
意
・
無
重
過
失
の
要
件
は
争
点
と
は
な
ら
な
い
の
で
、
責
任
軽
減
決
議
の
時
期

に
よ
っ
て
は
、
そ
れ
ら
の
要
件
が
追
加
の
争
点
と
な
っ
て
、
紛
争
が
継
続
か
つ
複
雑
化
す
る
と
の
指
摘
も
あ
る
（
黒
沼
悦
郎
「
平
成
一
三
年

責
任
軽
減
立
法
」
小
林
秀
之
・
近
藤
光
男
編
『
新
し
い
株
主
代
表
訴
訟
』
三
七
頁
、
七
四
頁
（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
三
））。
経
営
の
萎
縮
を
防

ぐ
観
点
で
は
な
く
、
取
締
役
の
責
任
認
定
の
抑
止
的
効
果
と
い
う
側
面
か
ら
も
、
適
用
除
外
事
由
に
つ
い
て
は
、「
重
過
失
」
の
曖
昧
な
概

念
で
は
な
く
、
よ
り
一
層
明
確
な
適
用
除
外
事
由
を
設
け
る
べ
き
と
い
う
意
見
も
あ
る
（
畠
田
公
明
『
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
お

け
る
取
締
役
の
責
任
制
限
』
二
七
五
頁
（
法
律
文
化
社
、
二
〇
〇
二
））。
抑
止
的
効
果
と
い
う
点
で
、
事
前
に
定
款
で
軽
減
す
る
こ
と
の
合

理
性
へ
の
疑
問
は
以
前
か
ら
提
起
さ
れ
て
い
る
（
近
藤
光
男
『
取
締
役
の
損
害
賠
償
責
任
』
二
五
〇
頁
（
中
央
経
済
社
、
一
九
九
六
））。

（
７
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）
一
三
〇
頁
。
上
村
達
男
『
会
社
法
改
革
』
二
五
六
頁
（
岩
波
書
店
、
二
〇
〇
二
）

（
８
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）
一
二
五
頁

（
９
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）
一
二
九
頁
。
株
主
代
表
訴
訟
制
度
研
究
会
「
自
民
党
の
『
企
業
統
治
に
関
す
る
商
法
等
の
改
正
要
綱
案
』
に
対

す
る
意
見
」
商
事
法
務
一
五
二
六
号
四
頁
、
一
六
頁
（
一
九
九
九
）。
米
国
の
州
法
の
多
く
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法(D

elaw
are

G
en

eral

C
orporation

L
aw

§102
(b)

(7))

に
倣
っ
て
い
る
が
、
そ
こ
に
は
、「
個
人
の
責
任
を
免
除
又
は
制
限
す
る
規
定
」(a

provision

elim
in

atin
g

or
lim

itin
g

th
e

person
al

liability)

が
許
さ
れ
る
と
規
定
さ
れ
て
お
り
、
責
任
免
除
ま
で
を
含
む
。
ま
た
Ａ
Ｌ
Ｉ
の
勧
告

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）

（阪大法学）５５（２―１８１）４４７〔２００５．８〕



で
は
、
役
員(O

fficer)

も
責
任
軽
減
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
（
免
除
ま
で
は
含
ま
ず
、
年
収
の
一
年
分
を
限
度
と
す
る
）(A

m
erican

L
aw

In
stitu

te
(A

L
I),P

R
IN

C
IP

L
E

S
of

C
O

R
P

O
R

A
T

E
G

O
V

E
R

N
A

N
C

E
A

N
A

L
Y

S
Y

S
an

d
R

E
C

O
M

M
E

N
D

A
T

IO
N

,§7.19
(1994,A

L
I

P
ress))

。

役
員
（O

fficer

）
を
責
任
軽
減
の
対
象
と
す
る
州
法
も
メ
リ
ー
ラ
ン
ド
州
や
ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
州
な
ど
少
数
派
と
は
い
え
存
在
す
る(Id

.

§7.19
at

257)

。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
だ
け
が
極
め
て
甘
い
と
ま
で
は
言
え
な
い
。

（
１０
）

浜
田
教
授
は
、
事
前
の
責
任
軽
減
に
つ
い
て
相
当
に
強
い
批
判
を
し
て
い
た
が
（
前
掲
注
（
５
））、
最
終
の
改
正
内
容
に
つ
い
て
は
、

「
政
治
的
妥
協
が
図
ら
れ
た
た
め
、
弊
害
の
少
な
い
制
度
と
し
て
慎
重
に
立
法
さ
れ
た
と
評
価
で
き
る
」
と
し
な
が
ら
、
そ
う
で
あ
る
が
故

に
、
取
締
役
側
に
と
っ
て
使
い
勝
手
が
悪
い
と
指
摘
す
る
。
河
本
一
郎
「
大
和
銀
行
株
主
代
表
訴
訟
の
和
解
を
語
る
」
取
締
役
の
法
務
九
四

号
一
二
―
一
四
頁
（
二
〇
〇
二
）。

（
１１
）

田
中
・
前
掲
注
（
２
）、
三
五
頁

（
１２
）

浜
田
教
授
は
、
法
的
正
当
性
を
損
な
わ
な
い
範
囲
で
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
を
裁
量
的
に
決
定
で
き
る
の
が
裁
判
所
で
あ
る
と
し
、
仮

に
裁
判
所
が
損
害
賠
償
額
の
裁
量
的
決
定
を
厭
う
の
で
あ
れ
ば
、
軽
過
失
か
重
過
失
か
を
決
定
し
、
裁
判
所
が
軽
過
失
と
決
定
す
る
限
り
、

そ
の
場
合
の
責
任
の
上
限
（
取
締
役
が
在
任
中
に
職
務
の
対
価
と
し
て
得
た
利
益
の
総
額
）
を
商
法
で
定
め
て
お
く
と
い
う
方
法
が
あ
る
と

提
案
し
て
い
る
（
浜
田
・
前
掲
注
（
５
）、
一
三
頁
）。
商
法
に
規
定
す
れ
ば
、
法
的
正
当
性
の
問
題
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
一
律
の
上

限
設
定
に
は
疑
問
が
残
る
。
裁
量
的
判
断
を
裁
判
所
が
「
厭
う
」
と
い
う
想
定
自
体
も
問
題
で
あ
る
。

（
１３
）

Joh
n

C
.C

offee,Jr.,L
itigation

an
d

C
orporate

G
overn

an
ce

:
A

n
E

ssay
on

S
teerin

g
B

etw
een

S
cylla

an
d

C
h

arybd
is.,

52
G

eo.W
ash

.L
.R

ev.789,823

―824
(1984)

（
１４
）

樋
口
範
雄
『
ア
メ
リ
カ
契
約
法
』
三
〇
八
頁
（
弘
文
堂
、
一
九
九
四
）

（
１５
）

R
estatem

en
t

(secon
d)ofC

on
tracts

§351
(1)

（
邦
訳
は
樋
口
・
前
掲
注
（
１４
）
よ
り
）

（
１６
）

樋
口
・
前
掲
注
（
１４
）、
三
〇
九
頁
。
前
掲
注
（
１５
）§351

C
om

m
en

t
f.

は
、
当
事
者
の
ど
ち
ら
か
が
、
そ
の
よ
う
な
損
失
の
負
担

を
想
定
し
て
い
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
予
見
可
能
な
損
害
の
総
て
を
賠
償
さ
せ
る
こ
と
は
正
義
に
適
わ
な
い
と
し
て
、
事
例
と
し
て
、
対
価

が
比
較
的
少
な
い
こ
と
は
、
相
応
の
リ
ス
ク
し
か
負
わ
な
い
こ
と
を
意
図
し
た
も
の
で
あ
り
、
契
約
書
面
の
不
在
な
ど
非
公
式
の
契
約
の
仕

方
は
、
リ
ス
ク
の
分
配
が
十
分
に
意
図
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
と
い
う
。

（
１７
）

前
掲
注
（
９
）
参
照
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（
１８
）

Joh
n

C
.C

offee,Jr.su
pra

n
ote

13
at

801

―802

（
１９
）

田
中
助
教
授
は
、
将
来
の
リ
ス
ク
が
不
透
明
な
状
態
で
取
締
役
の
責
任
制
限
に
関
す
る
定
款
規
定
を
株
主
総
会
で
決
議
す
る
こ
と
の
不

合
理
に
対
し
て
、
リ
ス
ク
が
不
透
明
な
の
は
取
締
役
の
方
も
同
様
で
あ
り
「
発
生
も
金
額
も
不
確
か
な
将
来
の
責
任
に
つ
き
、
株
主
が
事
前

に
リ
ス
ク
の
一
部
を
負
担
す
る
こ
と
を
禁
じ
、
挙
げ
て
取
締
役
が
負
担
す
る
こ
と
を
法
が
強
制
す
る
理
由
は
明
白
で
は
な
い
」
と
述
べ
る

（
田
中
・
前
掲
注
（
２
）、
三
四
頁
）。
し
か
し
、
責
任
制
限
の
規
定
を
設
け
な
け
れ
ば
、
取
締
役
に
総
て
の
リ
ス
ク
負
担
を
法
が
強
い
る
と

い
う
結
論
に
結
び
つ
く
の
は
疑
問
で
あ
る
。

（
２０
）

前
掲
注
（
９
）
参
照

（
２１
）

R
estatem

en
t

(secon
d)ofC

on
tracts

§373

（
２２
）

Joh
n

C
.C

offee,Jr.,su
pra

n
ote

13
at

823

。
柳
明
昌
「
ア
メ
リ
カ
法
に
お
け
る
取
締
役
の
責
任
制
限
・
責
任
免
除
」
法
学
五
九
巻

二
号
二
〇
一
頁
、
二
二
六
頁
。
浜
田
教
授
は
、
商
法
に
お
け
る
制
限
規
定
と
し
て
「
取
締
役
が
そ
の
行
為
を
開
始
し
た
後
に
取
締
役
で
あ
っ

た
期
間
の
職
務
の
対
価
と
し
て
得
た
利
益
の
総
額
を
上
回
ら
な
い
も
の
と
見
な
す
」
と
い
う
提
案
を
し
て
い
る
が
同
様
の
発
想
で
あ
ろ
う

（
浜
田
・
前
掲
注
（
５
）、
一
三
頁
）。

（
２３
）

我
妻
栄
『
新
訂
債
権
総
論
』
一
二
〇
頁
（
岩
波
書
店
、
一
九
六
四
）。
反
対
論
と
し
て
、
平
井
教
授
は
、
予
見
可
能
性
の
判
断
を
契
約
の

規
範
的
解
釈
と
す
る
な
ら
ば
、
論
理
的
に
は
当
事
者
の
契
約
時
点
を
基
準
に
す
べ
き
で
あ
る
と
説
く
（
平
井
宜
雄
『
債
権
総
論
・
第
二
版
』

九
六
頁
（
弘
文
堂
、
一
九
九
四
））。

（
２４
）

内
田
貴
『
民
法
�
・
債
権
総
論
・
担
保
物
件
』
一
五
二
頁
（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
六
）

（
２５
）

A
L

I,su
pra

n
ote

9
§7.19

で
は
、
取
締
役
又
は
役
員
の
行
為
が
、
悪
意
か
つ
有
責
な
法
違
反
、
会
社
に
重
大
な
損
害
の
正
当
化
さ
れ

な
い
リ
ス
ク
を
承
知
の
上
で
の
意
図
的
な
義
務
の
無
視
、
義
務
の
放
棄
に
等
し
い
持
続
的
で
か
つ
許
さ
れ
な
い
態
様
の
怠
慢
、
以
上
の
い
ず

れ
で
も
な
く
、
か
つ
不
公
正
取
引
の
も
と
で
、
不
適
当
な
利
益
を
受
け
て
い
る
の
で
な
い
と
き
は
、
取
締
役
又
は
役
員
へ
の
損
害
賠
償
請
求

を
、
一
年
間
の
報
酬
の
範
囲
で
制
限
す
る
基
本
定
款
の
規
定
を
有
効
と
す
る
。

（
２６
）

A
L

I,su
pra

n
ote

9
at

239

―240

（
２７
）

D
elaw

are
G

en
eralC

orporation
L

aw
§102

(b)(7)

（
２８
）

S
m

ith
v.V

an
G

orkom
488

A
.2

d
858

,D
el.S

u
p.C

t.1985
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（
２９
）

近
藤
・
前
掲
注
（
６
）、
一
三
九
頁
以
降
に
米
国
の
社
会
事
情
が
詳
し
く
説
明
さ
れ
て
い
る
。

（
３０
）

各
州
の
規
定
内
容
の
相
違
の
要
点
は
、
第
三
者
責
任
に
つ
い
て
の
減
免
の
有
無
、
減
免
対
象
と
し
て
の
業
務
執
行
役
員
の
有
無
、
減
免

不
可
の
義
務
違
反
の
内
容
、
遡
及
効
な
ど
で
あ
る(D

eborah
A

.D
eM

O
T

T
,S

H
A

R
E

H
O

L
D

E
R

D
E

R
IV

A
T

IV
E

A
C

T
IO

N
L

A
W

an
d

P
R

A
C

T
IC

E
1999

C
u

m
u

lative
S

u
pplem

en
t,§1

:
06

(1999,W
est

G
rou

p))

。

（
３１
）

最
近
一
〇
年
の
株
主
代
表
訴
訟
の
係
属
件
数
は
、
平
成
五
年
八
六
件
、
平
成
六
年
一
三
九
件
、
平
成
七
年
一
六
二
件
、
平
成
八
年
一
六

三
件
、
平
成
九
年
一
八
七
件
、
平
成
一
〇
年
二
〇
〇
件
、
平
成
一
一
年
二
二
〇
件
、
平
成
一
二
年
二
〇
六
件
、
平
成
一
三
年
一
九
八
件
、
平

成
一
四
年
一
六
三
件
、
平
成
一
五
年
一
五
〇
件
で
あ
る
（
平
成
一
二
年
ま
で
は
資
料
版
商
事
法
務
二
〇
五
号
、
平
成
一
三
年
は
商
事
法
務
一

六
二
七
号
六
五
頁
、
平
成
一
四
年
及
び
一
五
年
は
商
事
法
務
一
六
九
九
号
七
〇
頁
）。
平
成
一
三
年
以
降
、
件
数
は
減
り
続
け
て
い
る
が
、

こ
れ
は
平
成
一
三
年
商
法
改
正
の
公
的
政
策
の
影
響
で
あ
る
と
評
価
す
る
の
は
早
計
で
あ
ろ
う
。
定
款
に
取
締
役
の
責
任
軽
減
の
規
定
を
設

け
た
会
社
は
、
全
体
の
一
〇
％
に
過
ぎ
ず
、
今
後
予
定
し
て
い
る
会
社
を
含
め
て
も
三
〇
％
に
過
ぎ
な
い
（
日
本
監
査
役
協
会
「
商
法
改
正

へ
の
対
応
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
集
計
結
果
（
二
〇
〇
三
・
五
・
八
）」(h

ttp://w
w

w
.kan

sa.or.jp/P
D

F
/en

qu
et2_030509.pdf)

。

（
３２
）

平
成
一
二
年
ま
で
の
約
二
〇
〇
件
の
中
で
、
大
企
業
の
事
例
は
五
〇
件
前
後
に
過
ぎ
な
い
。

（
３３
）

有
名
な
ネ
オ
ダ
イ
キ
ョ
ー
自
動
車
学
院
事
件
（
最
判
平
成
一
二
年
一
〇
月
二
〇
日
判
時
一
七
三
一
号
一
二
五
頁
）
も
、
会
社
法
の
解
釈

上
の
重
要
判
例
で
あ
る
が
、
会
社
の
内
部
紛
争
の
色
合
い
が
濃
い
。

（
３４
）

樋
口
範
雄
『
ア
メ
リ
カ
信
託
法
ノ
ー
ト
�
』
三
八
〇
頁
（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
三
）

（
３５
）

株
主
と
取
締
役
と
の
間
に
人
的
信
頼
関
係
の
存
在
す
る
閉
鎖
会
社
の
場
合
は
、
有
益
な
類
比
対
象
と
な
る
余
地
は
あ
る
。
閉
鎖
会
社
に

つ
い
て
は
、
会
社
の
内
部
関
係
の
規
定
に
つ
い
て
、
会
社
法
の
任
意
法
規
性
を
認
め
て
自
治
に
委
ね
る
方
が
か
え
っ
て
一
般
株
主
を
保
護
す

る
こ
と
に
な
る
と
い
う
有
力
意
見
が
あ
る
（
前
田
雅
弘
「
会
社
の
管
理
運
営
と
株
主
の
自
治
―
会
社
法
の
強
行
法
規
性
に
関
す
る
一
考
察
」

龍
田
節
・
森
本
滋
編
、
川
又
良
也
先
生
還
暦
記
念
『
商
法
・
経
済
法
の
諸
問
題
』
一
三
九
頁
、
一
六
三
頁
（
商
事
法
務
研
究
会
、
一
九
九

四
））。

（
３６
）

U
n

iform
T

ru
st

C
ode

(2000)§1008

（
３７
）

樋
口
・
前
掲
注
（
３４
）、
三
八
一
頁

（
３８
）

G
eorge

T
.B

ogert,T
R

U
S

T
S

6
th

ed.,337

―340
(1987,W

est
G

rou
p)
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（
３９
）

A
L

I
su

pra
n

ote
9

at
241

―242

（
４０
）

Joh
n

C
.C

offee,Jr.su
pra

n
ote

13
at

801

―802
（
４１
）

近
藤
光
男
・
志
谷
匡
史
他
「
定
款
自
治
に
よ
る
株
主
の
救
済
（
上
）（
下
）」
商
事
法
務
一
六
九
八
号
四
頁
、
一
六
九
九
号
一
六
頁
（
二

〇
〇
四
）
参
照
。

（
４２
）

小
規
模
閉
鎖
会
社
の
場
合
に
は
機
能
す
る
場
面
も
あ
ろ
う
（
前
田
、
前
掲
注
（
３５
）
参
照
）。

（
４３
）

吉
原
和
志
・
黒
沼
悦
郎
・
前
田
雅
弘
・
片
木
晴
彦
『
会
社
法
一
・
第
四
版
補
訂
版
』
六
一
頁
（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
四
）

（
４４
）

近
藤
光
男
・
志
谷
匡
史
他
・
前
掲
注
（
４１
）「
定
款
自
治
に
よ
る
株
主
の
救
済
（
上
）」
一
〇
頁

（
４５
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）、
二
五
五
頁

（
４６
）

田
中
・
前
掲
注
（
２
）、
三
二
頁
。
黒
沼
・
前
掲
注
（
６
）、
七
三
頁

（
４７
）

岩
原
・
前
掲
注
（
３
）、
一
二
四
―
一
二
五
頁
。
前
掲
注
（
７
）
参
照

（
４８
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）
で
は
、「
一
番
大
事
な
こ
と
は
、
そ
も
そ
も
当
該
取
締
役
の
『
賠
償
ノ
責
に
任
ズ
ベ
キ
額
』
と
は
何
か
、
を
追
及

す
る
た
め
の
論
理
を
持
つ
こ
と
の
な
の
で
あ
る
。」（
二
五
五
頁
）、「
責
任
追
及
の
た
め
の
地
道
な
努
力
を
行
な
わ
な
い
対
応
は
、
結
局
現
場

を
困
ら
せ
る
だ
け
で
あ
る
。」（
二
五
七
頁
）
と
述
べ
る
。

（
４９
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）、
二
四
八
頁
で
は
、「
株
式
会
社
の
有
限
責
任
と
取
引
規
模
と
の
関
係
、
企
業
の
永
続
性
に
伴
う
取
引
規
模
と
の

関
係
、
大
規
模
公
開
会
社
に
お
け
る
金
融
・
経
済
状
況
と
取
引
規
模
と
の
関
係
、
企
業
体
質
の
不
備
が
当
該
行
為
に
及
ぼ
す
影
響
（
そ
う
し

た
体
質
に
対
す
る
当
該
者
の
有
責
度
を
含
む
）、
個
人
と
切
り
離
さ
れ
た
法
人
と
し
て
の
帰
責
性
、
企
業
運
営
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
当
該
者

の
地
位
の
重
要
性
、
当
該
具
体
的
行
為
に
対
す
る
当
該
者
の
貢
献
度
な
い
し
寄
与
度
」
な
ど
の
要
素
を
勘
案
し
て
具
体
的
に
妥
当
な
取
締
役

の
責
任
金
額
を
決
定
す
べ
き
と
す
る
。
こ
れ
ら
の
諸
要
素
を
左
右
す
る
根
本
的
な
考
慮
事
項
が
信
認
関
係
の
程
度
、
即
ち
当
該
取
締
役
が
会

社
経
営
又
は
業
務
執
行
に
関
し
て
有
す
る
裁
量
の
程
度
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
５０
）

取
締
役
の
責
任
限
定
の
解
釈
論
に
関
す
る
優
秀
な
研
究
と
し
て
、
遠
藤
直
哉
『
取
締
役
分
割
責
任
論
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
二
）、
上
村

・
前
掲
注
（
７
）、
二
一
八
―
二
五
九
頁
、
笠
原
武
朗
「
監
視
・
監
督
義
務
違
反
に
基
づ
く
取
締
役
の
会
社
に
対
す
る
責
任
に
つ
い
て
」（
法

政
研
究
七
一
巻
一
・
二
号
、
二
〇
〇
四
）。
会
計
監
査
人
の
責
任
論
と
し
て
、
弥
永
真
生
『
会
計
監
査
人
の
責
任
の
限
定
』（
有
斐
閣
、
二
〇

〇
〇
）。

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）
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（
５１
）

金
融
・
商
事
判
例
一
〇
九
六
号
六
頁
（
二
〇
〇
〇
）

（
５２
）

上
村
達
男
「
取
締
役
が
対
会
社
責
任
を
負
う
場
合
に
お
け
る
損
害
賠
償
の
範
囲
」
商
事
法
務
一
六
〇
〇
号
四
頁
（
二
〇
〇
一
）

（
５３
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）、
二
五
〇
―
二
五
二
頁

（
５４
）

前
掲
注
（
２５
）
参
照

（
５５
）

東
京
地
判
平
成
一
三
年
三
月
二
九
日
判
時
一
七
五
〇
号
四
〇
頁

（
５６
）

潮
見
教
授
は
、「
重
過
失
」
に
関
す
る
裁
判
所
の
判
断
に
つ
い
て
、「
故
意
に
近
い
著
し
い
注
意
欠
如
」
と
い
う
最
高
裁
の
枠
組
み
を
用

い
な
が
ら
、
具
体
的
判
断
に
際
し
て
は
、
故
意
と
の
対
比
で
は
な
く
、
業
務
上
の
注
意
義
務
な
ど
の
行
為
義
務
自
体
が
高
度
に
な
っ
て
い
る

場
合
に
、
そ
の
違
反
を
も
っ
て
重
過
失
と
い
う
傾
向
が
あ
る
と
説
明
さ
れ
て
い
る
（
潮
見
佳
男
『
不
法
行
為
法
』
一
七
〇
頁
（
信
山
社
、
一

九
九
九
））。
民
事
法
に
お
け
る
「
故
意
」
と
「
重
過
失
」
の
区
別
は
難
し
い
が
、
取
締
役
の
責
任
論
で
問
題
と
な
る
�
の
「
奪
取
」
は
、

「
横
領
」
等
の
刑
法
上
の
「
故
意
」
を
構
成
す
る
も
の
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

（
５７
）

東
京
地
裁
昭
和
四
八
年
二
月
二
四
日
判
時
七
二
二
号
七
八
頁

（
５８
）

東
京
地
裁
昭
和
五
二
年
七
月
一
五
日
判
時
八
八
四
号
七
九
頁

（
５９
）

大
阪
地
裁
昭
和
六
〇
年
三
月
一
四
日
判
時
一
一
七
八
号
一
〇
五
頁

（
６０
）

二
六
六
条
一
項
四
号
の
責
任
を
巡
っ
て
は
、「
ネ
オ
ダ
イ
キ
ョ
ー
自
動
車
学
院
事
件
判
決
」（
前
掲
注
（
３３
））
に
お
い
て
「
無
過
失
責

任
」
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
過
失
責
任
説
も
有
力
で
あ
っ
た
。
平
成
一
四
年
改
正
で
は
、
商
法
特
例
法
二
一
条
の
二
一
に
よ

り
、
委
員
会
等
設
置
会
社
に
お
い
て
は
、
取
締
役
及
び
執
行
役
の
自
己
取
引
に
関
す
る
責
任
は
立
証
責
任
を
取
締
役
及
び
執
行
役
に
転
換
し

た
上
で
の
過
失
責
任
で
あ
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。

（
６１
）

平
成
一
三
年
改
正
商
法
で
、
取
締
役
の
責
任
軽
減
の
対
象
と
で
き
る
の
は
、
商
法
二
六
六
条
一
項
五
号
の
責
任
の
み
で
あ
り
、
同
四
号

の
責
任
は
含
ま
れ
な
い
。
本
稿
の
主
張
で
は
、
五
号
責
任
に
つ
い
て
も
定
款
に
よ
る
軽
減
な
ど
の
措
置
を
と
ら
ず
に
、
取
締
役
の
本
質
的
責

任
を
検
討
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
点
で
は
、
四
号
責
任
と
五
号
責
任
と
を
区
別
す
る
必
要
は
な
い
。

（
６２
）

東
京
地
判
平
成
八
年
六
月
二
〇
日
判
時
一
五
七
二
号
二
七
頁

（
６３
）

上
村
教
授
は
、
本
判
例
の
い
う
「
通
常
予
測
さ
れ
得
る
と
こ
ろ
と
著
し
く
異
な
る
場
合
」
に
つ
い
て
非
常
に
不
明
瞭
で
あ
る
と
し
、
米

国
の
司
法
取
引
の
よ
う
な
場
合
に
お
い
て
「
通
常
予
測
さ
れ
得
る
と
こ
ろ
」
を
裁
判
所
が
把
握
で
き
る
の
か
と
批
判
し
な
が
ら
、
少
な
く
と
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も
、
こ
れ
ら
の
金
額
は
証
明
不
充
分
と
し
て
責
任
の
対
象
と
す
べ
き
で
は
な
か
っ
た
と
批
判
す
る
（
上
村
達
男
「
日
本
航
空
電
子
工
業
代
表

訴
訟
判
決
の
法
的
検
討
﹇
下
﹈」
商
事
法
務
一
四
三
四
号
九
頁
、
一
四
頁
（
一
九
九
六
））。

（
６４
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）、
二
三
九
頁

（
６５
）

上
村
・
前
掲
注
（
７
）、
二
四
〇
―
二
四
一
頁

（
６６
）

吉
本
健
一
「
日
本
航
空
電
子
工
業
の
株
主
代
表
訴
訟
第
一
審
判
決
」
商
事
法
務
一
五
六
二
号
四
〇
頁
、
四
三
頁
（
二
〇
〇
〇
）。
川
村
正

幸
「
株
主
代
表
訴
訟
に
お
い
て
関
税
法
・
外
為
法
違
反
行
為
に
つ
き
取
締
役
の
善
管
注
意
義
務
・
忠
実
義
務
違
反
が
認
め
ら
れ
た
事
例
」
金

融
・
商
事
判
例
一
〇
一
〇
号
四
二
頁
、
五
一
頁
（
一
九
九
七
）
は
、
容
易
に
無
罪
を
立
証
で
き
る
の
に
司
法
取
引
を
行
な
う
裁
量
は
取
締
役

会
に
は
な
く
、
被
告
は
充
分
に
違
法
性
を
認
識
し
て
お
り
有
罪
の
可
能
性
が
非
常
に
高
か
っ
た
た
め
司
法
取
引
を
行
な
っ
た
も
の
で
あ
り
、

因
果
関
係
を
認
め
る
に
足
る
状
況
で
あ
っ
た
と
主
張
す
る
。

（
６７
）

内
田
貴
『
民
法
�
・
債
権
各
論
』
四
一
三
頁
（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
七
）

（
６８
）

平
井
宜
雄
『
債
権
各
論
�
不
法
行
為
』
一
三
八
頁
（
弘
文
堂
、
一
九
九
二
）
で
は
、「
保
護
範
囲
に
よ
っ
て
画
定
さ
れ
た
損
害
に
つ
い
て

の
金
銭
的
評
価
は
、
被
害
者
に
対
し
て
可
及
的
に
不
法
行
為
前
の
財
産
状
態
を
回
復
さ
せ
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
行
な
わ
れ
る
べ
き
で
あ

る
」
と
い
う
命
題
（
全
額
評
価
の
原
則
）
は
、
基
準
時
や
減
額
事
由
の
判
断
に
つ
い
て
以
外
に
法
技
術
的
に
は
意
味
が
な
い
と
述
べ
る
。

（
６９
）

平
井
・
前
掲
注
（
６８
）、
一
四
九
―
一
五
〇
頁

（
７０
）

「
不
法
行
為
に
お
け
る
過
失
相
殺
の
規
定
は
大
い
に
活
用
さ
れ
、
膨
大
な
判
決
例
お
よ
び
各
種
の
準
則
を
生
ん
で
い
る
。
こ
れ
に
比
べ

て
、
債
務
不
履
行
に
お
け
る
過
失
相
殺
に
関
し
て
は
、
判
決
例
も
少
な
く
、
ま
た
論
じ
ら
れ
る
こ
と
も
少
な
い
。
し
か
し
、
安
全
配
慮
義
務

違
反
な
ど
を
通
じ
て
、
伝
統
的
に
は
不
法
行
為
と
し
て
扱
わ
れ
て
き
た
問
題
が
債
務
不
履
行
の
領
域
に
導
入
さ
れ
る
に
つ
れ
、
本
条
も
重
要

と
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
」（
平
井
・
前
掲
注
（
２３
）、
一
〇
七
頁
）。
取
締
役
責
任
を
不
法
行
為
構
成
で
検
討
す
る
こ
と
は
医
療
過
誤
事

件
等
に
照
ら
し
て
も
不
合
理
で
は
な
い
と
す
る
考
え
方
も
あ
る
（
笠
原
・
前
掲
注
（
５０
）、
一
号
七
九
―
八
三
頁
）。

（
７１
）

潮
見
・
前
掲
注
（
５６
）、
三
〇
五
頁

（
７２
）

潮
見
・
前
掲
注
（
５６
）、
三
〇
五
頁

（
７３
）

潮
見
・
前
掲
注
（
５６
）、
三
二
四
頁

（
７４
）

例
え
ば
、
大
阪
高
判
昭
和
五
三
年
三
月
三
〇
日
判
時
九
〇
八
号
五
四
頁
、
名
古
屋
地
判
昭
和
六
二
年
七
月
二
七
日
判
時
一
二
五
〇
号
八

我が国における取締役責任論の実質的解釈に関する一考察（一）
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頁
、
東
京
地
判
平
成
六
年
九
月
七
日
判
時
一
五
四
一
号
一
〇
四
頁
。

論 説
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